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第 1 章 序論 
第 1 節 問題提起 
1．地方公共団体の不適正会計と監査主体の問題 
総務省では、地域主権戦略会議「地域主権戦略の工程表（案）」に沿って、平成 22 年 1
月から地方行財政検討会議（議長：総務大臣）を開催し、地方自治法の抜本的な見直しの
案を取りまとめるための検討を行ってきた。 











検査院が平成 20 年次から平成 22 年次までに行った都道府県等における国庫補助事業に係 
る事務費等の経理の状況の検査の結果3、検査対象となった 47 都道府県及び 18 指定都市の 
                                                   
1 総務省「地方自治法抜本改正に向けての基本的な考え方」（以下、自治法改正基本的考え
方[2010]）2010 年 6 月 22 日、http://www.soumu.go.jp/main_content/000071414.pdf 
（総務省、2015 年 10 月 6 日アクセス）。 
2 総務省「地方自治法抜本改正についての考え方（平成 22 年）」（以下、自治法抜本改正の
考え方[2011]）2011 年 1 月 26 日、http://www.soumu.go.jp/main_content/000098615.pdf 
（総務省、2015 年 10 月 6 日アクセス）。 
3 『会計検査院法第 30 条の 2 の規定に基づく報告書－都道府県及び政令指定都市における
国庫補助事業に係る事務費等の不適正な経理処理等の事態、発生の背景及び再発防止策に
ついて－』、会計検査院、2010 年 12 月（以下、会計検査院報告[2010]）。同報告の最後で



























 これまでの憲法 94 条に関わる裁判例では、もっぱら同条後段の「法律の範囲内で条例を
制定することができる」ことのその適否について争われるケースが多く、前段の「地方公





る）。 http://report.jbaudit.go.jp/org/pdf/221208_zenbun_1.pdf（会計検査院、2015 年 10
月 6 日アクセス）。 
4 自治法抜本改正の考え方[2011]18 頁。 
5 「財産を管理」するについて、宇賀は「財産権の主体となり、財産を取得し、利用し、処
分すること」としている（宇賀克也『地方自治法概説（第 4 版）』有斐閣、2011 年、8－9
頁、佐藤功『日本国憲法概説（全訂第 5 版）』学陽書房、1996 年、542 頁、佐藤幸治『憲法
















うに解して居ります」と説明している（第 90 回帝国議会貴族院議事速記録第 16 号、昭和























                                                   
7 地方自治の憲法論について、「戦後の我が国における地方自治の憲法論についてみると、





障』第一法規、2011 年、4－5 頁）。 
8 藤田は「憲法 94 条にいう「財産の管理」「事務の処理」「行政の執行」が、それぞれ何を
意味し、どのような関係に立つのかについては、必ずしも明瞭でないものがある」と指摘






1997 年、303 頁、四宮和夫『現代法律学全集 事務管理・不当利得・不法行為（中）』青林
書院、1983 年、265－266 頁も同旨。また英米法でも同様の解釈がされている。Kenneth 
S. Abraham, The Forms and Functions of Tort Law, 3rd ed., Foundation Press, 14-19 
(2007)など）。 






































                                                   











































 第 5 章では、株式会社の監査役について、また、住民訴訟とパラレルに位置づけられる
株主代表訴訟の特徴を概観する。また、その他の法人における監事監査等を検討の対象と
し、これらから得られる示唆を踏まえて監査委員の責任追及の可能性を議論する。 







第 2 章 我が国における地方公共団体の監査について 






                                                   















度・現代地方自治集 2』ぎょうせい、1978 年、205 頁も同旨）。地方公共団体の意義につ















るとしている（川崎政司『地方自治法基本解説（第 4 版）』法学書院、2011 年、31 頁）。
地方公共団体を説明する際、前記松本のように「住民の福祉」に言及する文献は少なく、



















































第 2 節 地方公共団体のガバナンス 











当該普通地方公共団体の事務を執行すること（自治法 149 条）などを挙げている。 
                                                   
2 「統轄」権は、普通地方公共団体の事務の全般につき当該地方公共団体の長が総合的統一











の他の事務で法律又はこれに基づく政令により処理することとされるもの」（同法 2 条 2）
があり、それぞれ「自治事務」と「法定受託事務」（同条 8 項）とに区別されている。これ
に加えて、平成 11 年法律第 87 号による改正前の自治法 148 条 2 項・3 項では、法律また
はこれに基づく政令によりその権限に属する国等の事務（機関委任事務）も地方公共団体
の事務に含められていたが、地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律










る（自治法 154 条の 2）としている。また普通地方公共団体の長は、その権限に属する事務
を分掌させるため、必要な内部組織を設けることができる。この場合において、当該普通
地方公共団体の長の直近下位の内部組織の設置及びその分掌する事務については、条例で
定めるものとする（自治法 158 条 1 項）、またこのような内部組織の編成に当たっては、当
該普通地方公共団体の事務及び事業の運営が簡素かつ効率的なものとなるよう十分配慮し


















通知、総行行第 87 号、各都道府県知事宛、総務省自治行政局長通知）。 
6 地方公共団体の長は、当該普通地方公共団体の区域内の公共的団体等の活動の綜合調整










157 条 1 項に規定するようにまさに綜合調整を図ることを目的にするものであり、「公共の
福祉の実現」もしくは「住民の福祉の増進」といった地方公共団体の目的観の達成のため
に、長に対して特別に与えられた権限と解することができる。 



























共団体の長の解職の請求をすることができる（自治法 81 条 1 項）。次に同 1 項の請求があ
った場合には、選挙管理委員会は、直ちに請求の要旨を公表しなければならない（同法 76
条 2 項準用）、同委員会はこれを選挙人の投票に付さなければならない（同条 3 項準用）、








































                                                   
9 第 28 次地方制度調査会の中間答申では都道府県の出納長とともに収入役の廃止を提言し
た（2005 年 12 月）。その提言を受ける形で、2006 年 5 月 31 日、改正地方自治法が可決・
成立しその施行に伴い 2007 年 3 月 31 日で同役職は廃止、同年 4 月 1 日の改正自治法施行
後から会計管理者が置かれている。 
10 基金である預金の名義は地方公共団体であり、その取扱者（責任者）が出納長又は収入











に提出することを定めている（170 条 2 項）。 
 また会計管理者の事務を補助させるため出納員その他の会計職員14を置く（ただし、町村










め、規則で、必要な組織を設けることができるとしている16（同条 5 項）。 
上記のように長が任命する会計管理の組織が地方公共団体内に形作られ、そのトップに
                                                                                                                                                     
売却するときも出納長（現行法では会計管理者）の出納を通ずるべきである（昭和 38・12・





835 号 195 頁）。 












る（昭和 38・12・19 通知、昭和 38・12・19 通知、自治丁行発第 93 号、各都道府県総務
部長宛、行政課長通知）。 
15 出納員その他の会計職員は、個々に任命するのがたてまえである（昭和 38・12・19 通
知昭和 38・12・19 通知、自治丁行発第 93 号、各都道府県総務部長宛、行政課長通知）。 
16 本条 6 項（現行法では 5 項）にいう必要な組織とは長の補助組織の一としてではなく、
収入役（出納長）（現行法では会計管理者）独自の組織である（昭和 38・12・19 通知、昭


































よって生じた損害を賠償しなければならない18（自治法 243 条の 2 第 1 項前段）と定めて
                                                   
17 大分地判平成 14・12・16 判自 245 号 41 頁。 
18 地方公共団体の職員に対する損害賠償請求権は、自治法 243 条の 2 第 1 項所定の要件を
充たす事実があればこれによって実体法上直ちに発生するものと解するのが相当であり、
本条 3 項に規定する長の賠償命令をまって初めてその請求権が発生するとされたものと解






ときも、また同様とするとして、1．支出負担行為、2．自治法 232 条の 4 第 1 項の命令又
は同条第 2 項の確認、3．支出又は支払19、4．自治法 234 条の 2 第 1 項の監督又は検査 、
を挙げている（同条第 1 項後段）。 
上記 1．「支出負担行為」について、普通地方公共団体の支出の原因となるべき契約その
他の行為（これを支出負担行為という）は、法令又は予算の定めるところに従い、これを
しなければならない（自治法 232 条の 3）、上記 2．「自治法 232 条の 4 第 1 項の命令又は




を確認したうえでなければ、支出をすることができない（同 2 項）としている。 これら 1．
支出負担行為、2．支出命令又は確認、の適切な運用の実行に引き続き、3．「支出又は支払」
に至ることになる。 















ければならないと定めている（同条第 8 項）。 
                                                   
19 「支出」とは、予算執行行為としての歳出金の払渡しをいい、「支払」とは出納長又は
収入役（現行法の会計管理者）が自ら現金で小口の支払をする場合、資金前渡を受けた職
員が債権者に支払う場合、繰替払をする場合等をいう（昭和 38・12・19 通知、昭和 38・
12・19 通知、自治丁行発第 93 号、各都道府県総務部長宛、行政課長通知）。 
 16 
 
 ところで自治法 243 条の 2 第 1 項で規定する職員以外の職員が何らかの違法行為等によ
り地方公共団体に損害を与えた場合は別途の検討が必要である。これについて同条 1 項の
規定によって損害を賠償しなければならない場合の職員の賠償責任については賠償責任に

















らの判断と責任において、誠実に管理し及び執行する義務を負う（自治法 138 条の 2）こと
が定められている。この執行機関の設置については、普通地方公共団体の長の外、法律の
定めるところにより、委員会又は委員を置くとしており（自治法 138 条の 4）、執行機関と
して法律の定めるところにより普通地方公共団体に置かなければならない委員会及び委員
について、1．教育委員会、2．選挙管理委員会、3．人事委員会又は人事委員会を置かない
普通地方公共団体にあっては公平委員会、4．監査委員、をあげている（自治法 180 条の 5
第 1 項）21。 
次に普通地方公共団体の委員会の委員又は委員は、法律に特別の定があるものを除く外、
非常勤とする（同条第 5 項）22、また普通地方公共団体の委員会の委員又は委員は、当該普
                                                   
20 前掲最 1 小判昭和 61・2・27。 
21 自治法 180条の 5第 1項に掲げるもののほか、都道府県においては 1．公安委員会、2．
労働委員会、3．収用委員会、4．海区漁業調整委員会、5．内水面漁場管理委員会が挙げ
られており、市町村においては、1．農業委員会、2．固定資産評価審査委員会、を置かな
ければならないとしている（同条の 5 第 2・3 項）。  









清算人たることができないことが定められている（同条第 6 項）。 
次に執行機関の組織については、普通地方公共団体の長の所轄の下に、それぞれ明確な
範囲の所掌事務と権限を有する執行機関によって、系統的にこれを構成しなければならな




















第 2 項 議会 
1．議会の権限 























できる（自治法 98 条 1 項）、また議会は、監査委員に対し、当該普通地方公共団体の事務
に関する監査を求め、監査の結果に関する報告を請求することができることが定められて
いる27（同条 2 項）。 












治法 96 条 2 項）。 
25「当該普通地方公共団体の事務に関する書類及び計算書」には経理関係の支出命令書、そ







り市制全般について検査することができる（昭和 28・4・1 行政実例、自行行発第 61 号、
大阪府総務部長宛、行政課長回答）。 
27 「地方公共団体の事務」には、出納及び出納に関連する事務も含まれる（昭和 29・6・4






び証言並びに記録の提出を請求することができる（自治法 100 条 1 項）29、また同条 1 項
後段の規定にある出頭又は記録の提出の請求を受けた選挙人その他の関係人が正当の理由
がないのに、議会に出頭せず若しくは記録を提出しないとき又は証言を拒んだときは、6 箇








選挙権を有する者は、政令の定めるところにより、その総数の 3 分の 1 以上の者の連署
をもって、その代表者から、普通地方公共団体の選挙管理委員会に対し、当該普通地方公
共団体の議会の解散の請求をすることができる（自治法 76 条 1 項）、前項の請求があった
                                                   
28 議会の調査権（自治法 100 条）は実地調査を含み、同 98 条 1 項の検査は書面検査であ
り、実地検査の場合は同条2項の規定により監査委員をして行わせるものであるから、100




15 行政実例、自丁行発第 174 号、広島県総務部長宛、行政課長回答）。 
29 この点に関する判例としては、広島高岡山支判昭 48・9・11判時 719号 102頁がある。



















ときは、委員会は直ちに請求の要旨を公表しなければならない（同条 2 項）、また 1 項の請
求があつたとき、委員会はこれを選挙人の投票に付さなければならない（同条 3 項）と定
めている。 




の議会は、76 条 3 項の規定による解散の投票において過半数の同意があつたときは、解散
するものとする（自治法 78 条）と定めている。 
 次に議員の解職の請求について、選挙権を有する者は、政令の定めるところにより、所
属の選挙区におけるその総数の 3 分の 1 以上の者の連署をもつて、その代表者から、普通
地方公共団体の選挙管理委員会に対し、当該選挙区に属する普通地方公共団体の議会の議
員の解職の請求をすることができる（自治法 80 条 1 項）、また第 1 項の請求があったとき
は、委員会は、これを当該選挙区の選挙人の投票に付さなければならない。この場合にお
いて選挙区がないときは、すべての選挙人の投票に付さなければならない（同条 3 項）。 




たときも、また、同様とする（自治法 82 条 1 項）。そして普通地方公共団体の議会の議員
は、80 条 3 項の規定による解職の投票において、過半数の同意があつたときは、その職を




















包括外部監査契約33及び個別外部監査契約をいう（自治法 252 条の 27 第 1 項）、またこの
中の包括外部監査契約については、自治法 2 条 14 項及び 15 項の規定の趣旨を達成するた
めに、法律で定められた者の監査を受けるとともに監査の結果に関する報告の提出を受け
ることを内容とする契約であって、この法律の定めるところにより、毎会計年度、当該監
査を行う者と締結するとしている（同条第 2 項）。 
上記自治法 252 条の 27 第 2 項中で参照される自治法 2 条 14 項および 15 項は、前述の
とおり、地方公共団体の目的観および行政運営上の留意事項（コスト・ベネフィットや効
                                                   









（第 25 次、地制調第 25 号、平成 9 年 2 月 24 日答申）『地方制度調査会資料（第 25 次関






























包括外部監査対象団体の経営に係る事業の管理のうち、自治法 2 条 14 項及び 15 項の規定
の趣旨を達成するため必要と認める特定の事件について監査するものとする（自治法 252
条の 37 第 1 項）、また包括外部監査人は、監査をするに当たっては、当該包括外部監査対
象団体の財務に関する事務の執行及び当該包括外部監査対象団体の経営に係る事業の管理














で定めるもの（自治法 252 条の 28 第 1 項）としている36。 
                                                   
































監査役若しくはこれらに準ずべき者、支配人及び清算人を挙げている（自治法 252 条の 28









括外部監査対象団体の経営に係る事業の管理のうち、自治法 2 条 14 項及び 15 項の規定の
趣旨を達成するため必要と認める特定の事件について監査することが定められている（自
                                                                                                                                                     
体と監査」金沢大学経済論集 35 巻、1988 年、１－10 頁）。 
37 税理士が該当する資格になっていることについて、松本は「外部監査契約を締結する団











治法 252 条の 37 第 1 項）。 
 またこの法律において個別外部監査契約は、以下のそれぞれの規定について監査委員に
代えて契約に基づく監査を行うものであるとして、1．自治法 75 条 1 項で定める選挙権を
有する者は、政令の定めるところにより、その総数の 50 分の 1 以上の者の連署をもつて、
その代表者から、普通地方公共団体の監査委員に対し、当該普通地方公共団体の事務の執
行に関し、監査の請求をすることができる（自治法 252 条の 39 第 1 項）、2．自治法 98 条
2 項で定める議会は監査委員に対し当該普通地方公共団体の事務に関する監査を求め、監査
の結果に関する報告を請求することができる（自治法 252 条の 40 第 1 項）、3．自治法 199
条 6 項で定める監査委員は当該普通地方公共団体の長から当該普通地方公共団体の事務の
執行に関し監査の要求があつたときは、その要求に係る事項について監査をしなければな




（自治法 252 条の 42 第 1 項）、および 5．自治法 242 条 1 項で定める住民監査請求に係る





う義務を負う（自治法 252 条の 31 第 1 項）、また外部監査人は外部監査契約の履行に当た
っては常に公正不偏の態度を保持し自らの判断と責任において監査をしなければならない
（同条 2項）、また外部監査人は、監査の実施に関して知り得た秘密を漏らしてはならない、








また外部監査人の責任に関連して、同条 1～3 項の規定に違反した者は、2 年以下の懲役











また「普通地方公共団体の長は、その補助機関である職員を指揮監督する」（154 条 1 項）、
「普通地方公共団体の長は、その権限に属する事務を分掌させるため、必要な内部組織を










































第 3 節 会計検査院報告 














第 2 項 検査の背景 







 会計検査院報告は、具体的には、全 47 都道府県および 18 政令指定都市（平成 21 年度末）
について、国庫補助事業に係る事務費等の経理の状況について、20～22 年次までの 3 ヵ年
にわたり会計実地検査を行った結果および判明した事実、そして所見で構成されている42。 
                                                                                                                                                     
については取り扱わない。 
41 会計検査院報告[2010]1 頁。 
42 会計検査院報告[2010]2 頁。 
 27 
 
ところで会計検査の根拠法である会計検査院法 30 条 2 は「会計検査院は、…意見を表示
し又は処置を要求した事項その他特に必要と認める事項については、随時、国会及び内閣
に報告することができる」と定めている。また本報告の前提となる検査自体については、






第 3 項 検査の観点、着眼点、対象及び方法43  







                                                   











員協会、2007 年、61－62 頁）。上記視点の導入に伴い平成 9 年の会計検査院法が改正さ
れ検査の観点が法定化されている。同法第 20 条 3 項では「会計検査院は、正確性、合規性、
経済性、効率性及び有効性の観点その他会計検査上必要な観点から検査を行うものとす
る」と定めている。 



































                                                                                                                                                     
度として運用されていくこととなった」とその経緯が説明されている（東信男『会計検査













47 会計検査院報告[2010]3－4 頁。 
 29 
 
での間に、20 年次 11 億 3713 万余円（国庫補助金相当額 5 億 5600 万余円）、21 年次 29
億 2744 万余円（同 14 億 7302 万余円）、22 年次 12 億 2440 万余円（同 5 億 6617 万余円）、











































































                                                   
50 会計検査院報告[2010]49 頁。 
51 会計検査院報告[2010]55－56 頁。 
52 会計検査院報告[2010]56 頁。 
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第 4 節 監査委員監査 
第 1 項 監査委員監査導入の経緯 
 地方公共団体における監査委員の設置については、戦後における自治法改正の議論の中
でその制度化の経緯を確認できる。 

















                                                   




































                                                   
54 第 90 回帝国議会貴族院・東京都制の一部を改正する法律案特別委員会議事速記録第 6
号（昭和 21 年 9 月 16 日）154 頁（発言者：渡邉覚造）。 
55 第 90 回帝国議会貴族院・東京都制の一部を改正する法律案特別委員会議事速記録第 6
号（昭和 21 年 9 月 16 日）154－155 頁（発言者：木村清一）。 
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第 2 項 監査委員の専門性と独立性、および公正性（中立性） 
普通地方公共団体には監査委員を置くこと（自治法 195 条 1 項）、またその定数について
は都道府県及び政令で定める市にあっては 4 人、その他の市及び町村にあっては 2 人とす
ること（同条 2 項）が定められている（ただし条例でその定数を増加することができる）56。 
また監査委員は、普通地方公共団体の長が、議会の同意を得て、人格が高潔で、普通地方
公共団体の財務管理、事業の経営管理その他行政運営に関し優れた識見を有する者及び議
員のうちからこれを選任する（自治法 196 条 1 項前段）としておりその専門性に加えて高
度な倫理観の保持が自治法上も要求されている57。またこの場合において、議員のうちから
選任する監査委員の数は、都道府県及び政令で定める市にあっては 2 人又は 1 人、その他








                                                   
56 会計監査院報告では検査の対象となった 65 都道府県市における監査委員の定数につい
て、6 都府県市は条例により定数を増やして 5 人以上、残りの 59 道府県市は地方自治法に












員協議会の公表資料では、平成 25 年 4 月 1 日（調査時点）における全国の調査対象団体、
829 団体（一部事務組合・広域連合を含む）について調査を行った結果、町村監査委員の総
数は 1393 人（識見委員 697 人、議選委員 696 人）、このうち識見委員の平均通算在職年
数は 4 年 9 カ月、議選委員の平均は 2 年 6 カ月であった。またその中でも識見委員は「4
年以上 6 年未満」の 123 人が内訳で最も多く、議選委員は「1 年以上 2 年未満」が 242 人
で最も多くなっている（「町村等監査委員に関する実態調査結果の概要（平成 25 年度）」全
国町村監査委員協議会、2014 年 2 月）。







ある者は監査委員となることができない（自治法 198 条の 2）、また監査委員は、前項に規




査することができないと定めており（自治法 199 条の 2）、自己監査および身内の監査を規
制している62。  
次に監査委員は、その職務を遂行するに当たっては、常に公正不偏の態度を保持して、




















61 監査委員の定数 2 人の町村において、そのうちの 1 人が除斥された場合の監査は、除斥
されない監査委員が 1 人で行う（昭和 48・4・13 行政実例、自治行第 50 号、埼玉県総務部
長宛、行政課長回答）。 
62 監査委員の実弟が校長である高等学校（県立）の定期監査を執行する場合、199 条の 2
の規定による「これらの者の従事する業務に直接の利害関係のある事件」に該当し当該監
査委員は監査できない（昭和 33・8・4 行政実例、自丁行発第 127 号、静岡県監査委員事務
室長宛、行政課長回答）。実兄が課長をしている課の監査を行うことは自治法違反と解さ
れる（昭和 34・12・4 行政実例、自丁行発第 165 号、高知県総務部長宛、行政課長回答）。
財団法人の監事を兼ねている監査委員は、当該財団法人の監査にあたっては除斥される





















方公共団体の事務の執行について監査をすることができるとしている（同条 2 項）64。 
                                                   
63 出納に関連する場合、財政経理的見地から職員出勤状況を抜打的に監査することができ
る（昭和 28・4・13 行政実例、自行行発第 91 号、岐阜県監査委員宛、行政課長回答）。「財
務に関する事務の執行」には予算の執行、収入、支出、契約、現金及び有価証券の出納保






きない（昭和 37・5・7 行政実例、自丁行発第 26 号、福岡県監査委員事務局長宛、行政課
長回答）。補償費の監査にあたっては、補償費の出納その他出納に関連する事務の執行の
適否の観点を離れて補償基準又は補償費の算定方法そのものを監査することはできない
（昭和 44・4・3 行政実例、自治行第 43 号、三重県監査委員事務局長宛、行政課長回答）
などが上級庁より示されている。監査委員は最終的に財務報告上の数値に表れるような地
方公共団体内の内部統制も監査範囲に含めていると理解できる。 
64 行政監査は第 18 次地方制度調査会の答申の内容を受けて、1991 年自治法改正で導入さ
れたものである。宇賀は「監査委員の職務権限が行政監査にも拡大され、これに対応し監
査委員の要件として、「財務管理、事業の経営管理」に加えて、「行政運営に関し優れた






いての答申」（第 18 次－2、地制調第 16 号、昭和 55 年 12 月 18 日答申）『地方制度調査会





また監査委員は上記 1 項又は 2 項の規定による監査をするに当たっては、当該普通地方
公共団体の財務に関する事務の執行及び当該普通地方公共団体の経営に係る事業の管理又
は同項に規定する事務の執行が 2 条 14 項及び 15 項の規定の趣旨にのつとつてなされてい
るかどうかに、特に意を用いなければならないと定めている（同条 3 項）。 







































提出について、委員定数が 2 人以上の場合には、合議によることとされている（自治法 75
条 4 項、199 条 11 項、242 条 8 項、243 条の 2 第 9 項）。 
 



































2015 年 9 月 30 日アクセス）。 
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第 5 節 監査委員監査の全体 




























                                                   
68 「監査委員が行う監査について」東京都監査事務局、 
http://www.kansa.metro.tokyo.jp/11sonota1st/kansaiinnokansa1.html（東京都 HP、2015
年 10 月 3 日アクセス）。 















1－6．決算審査（各会計歳入歳出決算審査については自治法 233 条 2 項・公営企業各会計








1－8．健全化判断比率等審査（地方公共団体の財政の健全化に関する法律 3 条 1 項及び 22 






2．随時監査（自治法第 199 条 1 項及び 5 項） 
定例監査を補完するものとして、財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理に
ついて監査委員が必要と認めるときに実施するもの 
3．住民監査請求（自治法 242 条） 
知事等執行機関や職員による違法もしくは不当な公金の支出、財産の取得、管理等が認
められるとして、住民から監査の請求がなされた場合、当該事項について行う監査 





                                                                                                                                                     
 
72 これには大きく、「職員の賠償責任に関する監査」（自治法 243 条の 2 第 3 項、地方公
 40 
 
第 2 項 東京都の監査組織 
上記で示した広範な範囲の監査を実施する東京都の監査委員は、東京都監査委員条例に
基づき、識見選任委員が 3 名、議員選任委員が 2 名の計 5 名で構成されている。また監査
委員の補助機関として監査事務局が設置されており、同事務局には 5 つの課があり、職員
数は 91 名となっている（平成 22 年 8 月 1 日現在）73。監査には各局で実務経験を積んだ
職員が当たっており、その中には土木や建築、機械、電気といった技術職もおり、また平


















第 3 項 監査委員の責任と監査基準の必要性 
 上記東京都の監査が有効かどうかについて一概に判断はできないが、少なくともどの程
度の監査を実施すれば監査委員はその義務を果たしたことになるのかについては示される
                                                                                                                                                     
営企業法 34 条）、「事務監査請求に基づく監査」（自治法 75 条）、「議会の請求に基づく
監査」（自治法 98 条 2 項）、「知事の要求に基づく監査」のうち「当該普通公共団体に対
する要求監査」（自治法 199 条 6 項）および「財政援助団体等に対する要求監査」（自治法
199 条 7 項）、「指定金融機関等の監査」（自治法 235 条の 2 第 2 項、地方公営企業法第




HP、2015 年 9 月 20 日アクセス）。 




















第 6 節 監査委員の責任 




を公表しなければならない（自治法 199 条 9 項）、また同報告義務と関連して、監査委員は
監査の結果に基づいて必要があると認めるときは、当該普通地方公共団体の組織及び運営
の合理化に資するため、前項の規定による監査の結果に関する報告に添えてその意見を提




                                                   
75 自治法抜本改正の考え方[2011]20 頁。 



























第 2 項 監査組織について 
 監査組織について、東京都の監査組織でも前記したように、都道府県の監査委員に事務
局79を置くことが（自治法 200 条 1 項）、また市町村の監査委員に条例の定めるところによ
り、事務局を置くことができる（同条 2 項）、また事務局に事務局長、書記その他の職員を
置くことが定められている（同条 3 項）。 
また監査事務局内の内部統制という観点では、事務局長、書記その他の職員は、代表監
査委員がこれを任免する（同条 5 項）、事務局長は監査委員の命を受け、書記その他の職員
又は 180 条の 3 の規定（長の補助職員の他の執行機関の職員の兼職・事務の従事等を定め
たもの）80による職員は上司の指揮を受け、それぞれ監査委員に関する事務に従事すると定




79 会計監査院報告によると、検査の対象となった 65 都道府県市における監査委員事務局
の体制をみると、人員数は 10 人から 19 人、職員の在籍年数は 3 年以上 4 年未満が最も多
くなっていたとしている（会計監査院報告[2010]51 頁）。 







めている（同条 7 項）。 
 上記代表監査委員については、監査委員は、その定数が 3 人以上の場合にあっては識見
を有する者のうちから選任される監査委員の 1 人を、2 人の場合にあっては識見を有する者
のうちから選任される監査委員を代表監査委員としなければならないと規定しており（自









第 3 項 監査委員の解職 
選挙権を有する者は、政令の定めるところにより、その総数の 3 分の 1 以上の者の連署
をもつて、その代表者から、普通地方公共団体の長に対し、監査委員の解職の請求をする
ことができる（自治法 86 条 1 項）、この請求があったとき、当該普通地方公共団体の長は、
これを議会に付議し、その結果を同項の代表者及び関係者に通知し、かつ、これを公表し
なければならないとしている（同条 3 項）。次にこの選挙権を有する者からの請求が議会に
付議された結果、当該普通地方公共団体の議会の議員の 3 分の 2 以上の者が出席し、その 4















                                                   































第 3 章 住民監査請求および住民訴訟 




の 50 分の 1 以上の者の連署をもつて、その代表者から、普通地方公共団体の監査委員に対
し、当該普通地方公共団体の事務の執行に関し、監査の請求をすることができるとされて





く委員会又は委員に提出しなければならない（同条 3 項）。 
 事務監査請求は、当該普通地方公共団体の事務の執行に関して監査を求めるものであり、
地方公共団体の事務全般を対象としている。そのためか、その要件は有権者の 50 分の 1 以
上の連署とされており、それだけの連署を得るための労力と手間などを勘案すると、実現
のハードルは相当程度高いと推量できる。 


























































では対象の特定性を厳格に解釈している（最 3 小判平成 2・6・5 民集 44 巻 4 号 719 頁）。 






34 巻 9 号 1690 頁）。 
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第 2 節 住民監査請求 











66 号問題番号 559 参照）。また「住民」の範囲について、選挙人のみならず地方公共団体
に住所を有する者いわゆる納税義務を負うもの（法人を含む）の全てを含む（昭和 23・9・
17 自治課長回答）、同様に、法律上の行為能力の認められている限り法人たると個人たる
とを問わないとされている（昭和 23・10・30 通知、自発第 978 号、各都道府県総務部長
宛、自治課長通知）。 
6 一般的に「不当な支出」とは、時価により購入しうる物品について額のいかんにかかわら
ず当該支出が不適当な場合をいう（昭和 23・10・12 行政実例、自発第 901 号、宮城県監
査委員宛、自治課長回答）、一方「違法な支出」とは法規に違背した支出をいう（昭和 23・












と解するのが相当である（最 2 小判昭和 62・2・20 民集 41 巻 1 号 122 頁）。 





査請求の対象とはならない。この考えは最 3 小判昭和 51・3・30 集民 117 号 337 号、最 1
小判昭和 60・9・12 判集民 145 号 357 号、最 1 小判平 2・4・12 民集 44 巻 3 号 431 頁、







































































































自治法 242 条 1 項規定の括弧内で、違法・不当な財務会計行為13について「当該行為がな
                                                   
11 前掲最 2 小判昭和 62・2・20。最 3小平成 10・12・18民集 52 巻 9号 2039頁も同旨。
また下級審では、地方公共団体の機関である監査委員に監査の機会を与えることによって、
できる限り地方公共団体に自主的に違法状態を除去させようとするものである（岡山地判
昭和 52・12・27 行集 28巻 12号 1380 頁、控訴審広島高岡山支昭和 56・1・20 行集 32巻












































となるが、平成 19～20 年度の都道府県および市区町村合わせた監査請求件数 1798 件、そ
のうち取下 37件、却下 733件、棄却 923件、勧告 91件、合議不調等 14件となっている。
また同じく平成 21～23年度では監査請求件数 2386件、そのうち取下 62件、却下 1068件、
棄却 1113 件、勧告 115 件、合議不調等 29 件となっている。したがって監査請求件数に占
める却下および棄却の件数の割合が圧倒的に高いことがわかる（田中孝男『住民監査請求
制度の危機と課題』公人の友社、2013 年、49 頁）。田中による上記平成 19～20 年度の監
査請求結果については、総務省地方行財政検討会議 第二分科会（第 3 回）会合(平成 22 年
6 月 17 日) 参考資料 1「住民監査請求・住民訴訟制度について」でも同データを確認でき


















第 2 項 住民監査請求にかかる期間制限 
住民監査請求は、正当な理由があるときを除き、当該行為のあつた日又は終わつた日15か


















方自治法 242 条第 2 項の規定を適用すべきである（前掲最 2 小判昭和 62・2・20）、概算
払いによる公金の支出についての監査請求は、当該公金の支出がされた日から 1 年を経過
したときはできない（最 3 小判平成 7・2・21 集民 174 号 285 頁）。 










次に監査委員の監査にかかる期間制限の問題について検討する。自治法 242 条 4 項の規
定による監査委員の監査及び勧告は、同条 1 項の規定による請求があつた日17から 60 日以















容を請求人に通知し、かつ、これを公表しなければならない（自治法 242 条 4 項）、また監
査委員は、4 項の規定による監査を行うに当たつては、請求人に証拠の提出及び陳述の機会





                                                   
17 「請求があった日」とは、監査請求書が当該行政機関に到達した日、すなわち当該監査
請求書に当該監査請求書に当該都道府県の文書取扱規程等に定める収受印を押印した日で
ある。また 60 日の期間計算については、当該日の翌日から起算される（昭和 41・11・24
行政実例、自治行第 124 号、群馬県監査委員事務局長宛、行政課長回答）。 
18 これは株主代表訴訟において株主に通知される不提訴理由書と同趣旨の書面であると考





































判平成 16・6・8「平成 16 年（行コ）第 88 号」最高裁 HP）。 
20 注 14 参照。 
21 昭和 33・7・14 行政実例、自丁行発第 121 号、山梨県総務部長宛、行政課長回答。 








第 4 項 住民監査請求に基づく勧告 
自治法 242 条 3 項の規定による勧告並びに 4 項の規定による監査及び勧告についての決


















                                                   
23 勧告についての説明。『法律用語辞典第 3 版』有斐閣、2006 年、184 頁。関は「行政機
関が特定の相手方に対し、特定の行為をするよう、又はしないよう勧奨することをいう。
規制的、調整的、嚮導的な各行政指導の手段として用いることができる」と説明している
（関哲夫『行政指導』ぎょうせい、1991 年、58 頁）。 
24 行政指導についての説明。『法律用語辞典第 3 版』有斐閣、2006 年、272 頁。行政指導

















トガバナンス・コードにあるような Comply or Explain26と同様な概念なども射程に入れる
形での適切な対応、および説明責任が求められるべきである。 
 
第 3 節 住民訴訟 
第 1 項 住民訴訟制度の経緯 
昭和 23 年法律 179 号による地方自治法の一部改正により、243 条の 2 が加えられ、米国
の諸州で行われている Taxpayers’ suit に範をとった訴訟（正式名称はなく、一般に「納税
者訴訟」と呼ばれていた）の制度が創設された27。その後、昭和 28 年の自治法の改正で住
                                                                                                                                                     
能である」と説明している（神長勲「第 9 章財務」杉村敏正・室井力[1979]704 頁）。 
26 金融庁が設置した「コーポレートガバナンス・コードの策定に関する有識者会議」は、
「コーポレートガバナンス・コード原案」（2014 年 12 月）を公表したが、そこでは「コン
プライ・オア・エクスプレイン」について「原則を実施するか、実施しない場合には、そ
の理由を説明するか」と解説している。
http://www.fsa.go.jp/news/26/sonota/20141217-4/01.pdf（2015 年 10 月 29 日アクセス）。 















ある」と判示し信託概念と類似した考えを示している（最 3 小判昭和 38・3・12 民集 17
巻 2 号 318 頁）。住民訴訟の意義について裁判所を通して公正中立な行政運営と住民の利
益の確保が保障される可能性があるとされている（室井力『現代行政法の原理』勁草書房、
1973 年、154 頁」）。Simon は、その著書の中で、日本の住民訴訟（jumin sosho）は米国
の納税者訴訟（taxpayer lawsuit）に該当するものであると説明している（Simon Vande 
Walle, Private Antitrust Litigation in the European Union and Japan : A Comparative 































その後、上記審議内容を含む地方自治法が、昭和 22 年 5 月 3 日、新憲法と同時に施行さ
                                                                                                                                                     
貢献したと説明している（Jonathan Marshall, Freedom of Information, Legal 
Mobilization, and the Taxpayer Suit Boom in Japan, USJP Occasional Paper 04-06, at 6 
(2004)）。 
28 松本[2013]541 頁。 
29 第 90 回帝国議会貴族院・本会議議事速記録第 18 号（昭和 21 年 9 月 4 日）388 頁（発
言者：木村清一）。 




















第 2 項 住民訴訟の意義 
昭和 53 年最判では「自治法 242 条の 2 の定める住民訴訟は、普通地方公共団体の執行機














                                                   
31 第 2 回衆議院本会議議事速記録第 67 号（昭和 23 年 6 月 19 日）673 頁（発言者：坂東
幸太郎）。 
32 最 1 小判昭和 53・3・30 民集 32 巻 2 号 485 頁、前掲最 1 小判昭和 61・2・27、最 3 小





















第 3 項 住民監査請求前置主義 



















できる」（同法 42 条）ことが定められている。 
34 最 2 小判昭和 62・4・10 民集 41 巻 3 号 239 頁。 
35 このように「自己の法律上の利益にかかわらない当該普通地方公共団体の住民という資








































                                                                                                                                                     
訴訟は当然に終了するものというべきである」と判示したものがある（大阪高判昭和 62・
7・16 行集 38 巻 6・7 号 561 頁）、最 2 小判昭和 55・2・22（集民 129 号 209 頁）も同旨。
また住民としての資格について住民訴訟の適法要件であるから、事実審の口頭弁論終結時
まで存在していることが必要であるとしたものがある（前掲大阪高判昭和 62・7・16 の原
審大阪地判昭和 58・3・1 行集 34 巻 3 号 358 頁、大阪高判昭和 59・1・25 行集 35 巻 1 号
8 頁、秋田地判昭和 60・4・26 行集 36 巻 4 号 613 頁など）。 
37 成田頼明「住民訴訟（納税者訴訟）」田中二郎・ 原竜之助・柳瀬良幹編『行政法講座第 3






において、管理者及び補助職員は本条第 1 項第 4 号にいう「当該職員」に該当する（最 2








れぞれ 1 号請求～4 号請求と呼称される）。 
 
第 4 項 監査委員の不作為 
監査請求をした住民は、監査委員の監査の結果若しくは勧告若しくは普通地方公共団体
の議会、長その他の執行機関若しくは職員の措置に不服があるとき（242 条の 2 第 1 項前
段）、そして監査委員が同条 4 項の規定による監査若しくは勧告を同条 5 項の期間内に行わ
ないとき（242 条の 2 第 1 項後段）に住民訴訟に訴えることができる。 
同条で示す前段の「監査の結果若しくは勧告…に不服があるとき」を定めた規定と、後















                                                                                                                                                     














している（前掲最 3 小平成 10・12・18）。 
 60 
 
第 5 項 住民訴訟にかかる期間制限および監査責任 




があつた日から 30 日以内、3．監査委員が請求をした日から 60 日を経過しても監査又は勧
告を行なわない場合は、当該 60 日を経過した日から 30 日以内、4．監査委員の勧告を受け
た議会、長その他の執行機関又は職員が措置を講じない場合は、当該勧告に示された期間
を経過した日から 30 日以内、の 4 項目を列挙している（同条 2 項）。 
この住民訴訟にかかる期間制限の問題についても、監査委員の責任という観点では、上
記 1～4 の中の 3 で示す「監査委員が請求をした日から 60 日を経過しても監査又は勧告を




























法 86 条 1 項）、この選挙権を有する者からの請求が議会に付議された結果、当該普通地方
公共団体の議会の議員の 3 分の 2 以上の者が出席し、その 4 分の 3 以上の者の同意があつ
































                                                   
41 成田[1965]208－209 頁。 
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ま、その経費の支出を行つていたとの疑惑が持たれ、昭和 57 年 12 月、大阪府議会決算特
別委員会において、一府会議員により右疑惑が追及され、これが公になった」ことから始
まった。その後、大阪府住民からなる「市民オンブズマン」の構成員である X らが、上記
違法行為について、大阪地方検察庁に告発するとともに、昭和 58 年 4 月 28 日、同年 5 月
30 日、同年 11 月 16 日の 3 回にわたり、大阪府監査委員に対して監査請求を行った。 
 その後、昭和 59 年 2 月 3 日、毎日新聞は、「架空接待 5000 万円を超す」等との見出しで、
昭和 55 年から 57 年までの 3 年間で、市民オンブズマンが大阪地検に告発した額の 20 倍の
5000 万円以上にのぼり、当該架空接待は大阪府水道部にある四課のうち、会計課を除く各
課で会議接待費が予算を超過すると、工事諸費等の名目で行われていた旨報道した。 
 X らはこの記事及びこれを契機に X らに寄せられた投書や電話での匿名の情報提供者ら

























































                                                   







（2）最 3 小判平成 2・6・543 
 （1）の事件で、最高裁は X らの上告を棄却するとともに次のように判示した（以下、平
成 2 年判決）。 
































59 年 2 月 3 日付の毎日新聞の記事を併せてみても、本件監査請求において、各公金の支出
が他の支出と区別して特定認識できる程度に個別的、具体的に摘示されているとはいえな
                                                   
























                                                   
44 このような厳格な解釈には学説からの反対意見も多くみられる。例えば遠藤文夫「判例
評釈」ジュリ 968 号、1990 年、108 頁、曽和俊文「判批」判評 392 号、1991 年、193 頁
など。 













判平成元 1・2・23 民集 44 巻 4 号 778 頁）。 









































































































2．最 3 小判平成 5・9・748 
（1）概要 



























                                                   






































































3．最 1 小判平 16・11・2554 
（1）概要 
 本件は、佐賀県の住民である X らが複写機リース会社に対する使用料の支出の一部が水
                                                   
50 佐久間健吉「平成 6 年度主要民事判例解説：行政・労働法 9（地方自治 4）」判タ 882 号、
1995 年、313 頁。 
51 佐久間[1995]313 頁。 
52 佐久間[1995]313－314 頁。 
53 佐久間[1995]314 頁。 







ス会社 2 社との間でリース契約を締結し、平成 5 年度から 9 年度までの複写機使用に係る
リース料合計 19 億 5176 万 3000 円を支出した。県はこの支出について不正の疑いが生じ
たため調査を実施、平成 10 年 6 月 16 日、平成 7 年度の支出のうち 2 億 2412 万 4000 円が
不適切な支出であった旨、また同年 9 月 4 日には平成 5 年度から 9 年度までの支出のうち 6
億 4433 万 6000 円が不適切な支出であるとして公表した。 
 X らは、平成 10 年 7 月 27 日、平成 7 年度の件の複写機使用料に係る支出の監査を求め、
違法、不当に支出された 2 億 2412 万 4000 円の返還及びその他の措置を請求する旨の、ま
た平成 10 年 10 月 15 日、平成 7 年度を除く平成 5 年度から平成 9 年度の県庁全庁の複写
機使用料のうち架空使用であるにもかかわらず違法に支出した 4 億 2021 万 2000 円を県知
事に損害賠償をさせる等、右違法支出による県の損害の補填に必要な措置、及びその他の
措置を直ちに講ぜよとする住民監査請求を行った。 





























































                                                   


































4．最 3 小判平成 16・12・756 
 本件は、福井県の住民である X らが、平成 6 年 4 月から平成 9 年 12 月までの旅費の支出
について、公務出張の事実がないのにされた違法なものであり、これにより県が損害を被
っているとして、県に代位して、旅費の支出に係る支出負担行為及び支出命令につき法令
                                                   
56 最 3 小判平成 16・12・7 集民 215 号 869 頁。 
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上本来的な権限を有する県知事の職にあった Y に対し損害賠償を求める事案である。 










これによると知事部局等の平成 6 年度～8 年度の不適切支出は 18 億 9341 万 7062 円、この
うち公務遂行上経費充当が 14 億 6735 万 4220 円、知事部局等及び監査委員事務局の平成 9
年 4月～12月の不適切支出 2億 5836万 5093円、そのうち公務遂行上経費充当が 2億 2046
万 4000 円であったとしている。 
 次に監査委員事務局旅費調査員会も同日、「旅費調査結果報告書」を公表した。これによ
ると監査委員事務局の平成 6 年度～8 年度までの監査委員事務局における不適切支出は
1024 万 9000 円であったと報告している。 
 以上のような経緯であるが、これに対して X らは平成 10 年 8 月 17 日、県監査委員に対
して、上記のうち公務出張の事実がないのに支出された 14 億 6735 万 4220 円、2 億 2046
万 4000 円、および 1024 万 9000 円について、これによって生じた損害をてん補するため
に必要な措置を講ずることを求める旨の監査請求を行った。 





























 このように請求対象の特定性については X ら住民の主張が認められることになったが、
同判決では、本件監査請求がなされたのが平成 10 年 8 月 17 日であるため、その前年であ
る平成 9年 8月 16日以前の支出については監査請求期間が徒過しているためその部分につ















5．最 3 小判平成 18・4・2557 
（1）概要 
 本件は東京都羽村市の住民である X らが、市が施行する予定の羽村駅西口土地区画整理
事業は違法であると主張し、Y（羽村市長）に対し同事業に関する公金の差止めを求めると
                                                   
57 最 3 小判平成 18・4・25 民集 60 巻 4 号 1841 頁。 
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ともに、Y に対して平成 13 年 10 月から同 14 年 9 月までに同事業に公金支出額の損害賠償
を請求することを求めた住民訴訟である。 
 事実関係の概要は次の通りである。羽村市は羽村駅西口土地区画整理事業を施行するこ
ととし、Y は平成 14 年 3 月 17 日、本件事業に係る事業計画（案）を公衆の縦覧に供した。
当該事業計画（案）には、土地区画整理法所定の施行地区、設計の概要、事業施行期間及
び資金計画が定められ、事業施行期間は同年 7 月 1 日から同 34 年 3 月 31 日までとする旨
が定められていた。また同 14 年 9 月には、本件事業の施行規程が羽村市議会で可決され、
平成 14 年羽村市条例第 37 号として公布された。 
 以上の経過に対し、X らは平成 14 年 10 月 1 日、羽村市監査委員に対し、羽村市作成の





れた 1 億 451 万 9714 円を羽村市に返還し、今後もこのような不当・違法な事業に公金を支
出しないように求める措置請求である。 
 これに対し羽村市監査委員は、平成 14 年 10 月 15 日、請求人は土地区画整理事業そのも
のの違法性・不当性を問題としており、財務会計上の違法性・不当性が具体的に主張され
ていないとして監査請求を却下する決定をしたが58、X らはこれを不服として、同年 11 月
13 日に住民訴訟を提起した。 



















































 本判決は以下 2 点で意義の大きい判決である。まず 1 点目としてこれは前掲 1．平成 2












































第 2 項 証する書面について（請求対象の特定性に関連して） 


































23・10・30 行政実例、自発第 978 号、各都道府県総務部長宛、自治課長回答）。 
61 名古屋高判昭和 44・12・22 行集 20 巻 12 号 1726 頁。 





























受理を拒絶したとして、当該行為が自治法 242 条 1 項の解釈を誤った違法なものであり、
また X らが被った損害について国家賠償法 1 条 1 項の規定により賠償する義務があるとし
て訴訟が提起されたものである。結果的に X らの請求は棄却されているが判決では、上記
名古屋高裁昭和 44 年判決を引用する形で次のように判示している。 
 監査請求において「その事実を証する書面を添えることを要求しているのは、事実に基
づかない単なる憶測や請求人の主観だけでみだりに監査を求めることのないよう、乱請求










れたような、仮に証する書面がなかったとしても自治法 242 条 5 項によるなら請求人に証
拠の提出及び陳述の機会を与えて不備な点は補充することも可能でありその措置もとらず














 本件は京都市住民である X らが、同市の議員の海外視察旅行がいずれも観光目的の旅行
であり違法な公金の支出に当たるとして旅費の一部について不当利得返還を求めた訴訟で
ある。本件はその原審において、X1 らの住民訴訟の最中に（第 1 事件）、X2 らによる同一
対象についての訴訟が提起されたため後者を第 2 事件として、X1 らに共同訴訟参加した事
件である66。 










                                                   
65 大阪高判平成 17・5・12 （平成 16（行コ）第 107 号）最高裁 HP。 










るとした Y らの主張は採用できないとしている67。 
 
4．小括 
















第 3 項 監査結果およびその通知の取消等（または無効確認）の可否 
住民監査請求の結果に不服がある場合には次段階の住民訴訟に訴えることができるが、
これについて自治法は 242 条 1 項の規定による請求をした場合において、監査委員の監査
の結果や勧告または普通地方公共団体の議会、長その他の執行機関若しくは職員の措置に
不服があるとき、又は監査委員が同条第 4 項の規定による監査若しくは勧告を同条 5 項の
期間内に行わないとき、あるいは議会、長その他の執行機関、職員が同条 9 項の規定によ
る措置を講じないとき、住民訴訟を提起できることを定めている（自治法 242 条の 2 第 1
項）。 
                                                   
67 なお本件は「証する書面」の不備を主張する Y らの主張は採用されなかったが、そもそ












 本件は、川崎市民である X が川崎市長、土地区画整理審議会、および川崎市監査委員を
被告として提起した訴訟である。本件住民訴訟で X は、X のした監査請求を棄却した部分
を取消すことを求めている。 













本件は鎌倉市の住民である X が鎌倉市監査委員である Y らに対して監査及び勧告の無効
確認を求める住民訴訟である。 
 東京高裁は「X の本件訴は、自治法 242 条の 2 第 1 項の規定にもとづき鎌倉市監査委員
である Y らがなした監査および勧告の無効確認を求めるものであって、同委員による行政
処分の無効または取消を求めるものでないことは、その主張自体に徴して明らかであると
ころ、同条項は、その規定に徴して明らかなとおり、監査請求の対象となった同法 242 条 1
項所定の違法な行為またが怠る事実につき訴をもつて自治法 242 条の 2 第 1 項各号に掲げ
る請求をすることができる旨を規定しているのであって、監査委員の監査の結果もしくは
勧告それ自体に不服があるからといって監査委員を相手方としてその無効確認を求めうる
                                                   
68 横浜地判昭和 44・10・24 行集 20 巻 10 号 1281 頁。 










由として昭和 51 年 8 月 13 日になされた住民監査請求に端を発している。当該請求に対し
て都監査委員は監査請求が請求期間を徒過しており、また期間徒過について正当な理由が


























                                                   
























 本件は、昭和 57 年 10 月 22 日、福岡県の選挙権を有する者の総数の 50 分の 1 以上であ
る 71 万 6479 名の連署をもって福岡県が行った同県知事公舎に関する予算の編成・執行が
適正であったか否か等についての事務監査請求に端を発している。県監査委員である Y ら










                                                   
71 東京高判昭和 55・7・21 行集 31 巻 7 号 1526 頁。 
72 福岡地判昭和 58・9・29 行集 34 巻 9 号 1690 頁。 
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きず、したがって X らの右主張は理由がない」としている。 
また原告の監査結果に対しては取消訴訟が許されているとする主張に対して「自治法 75

















影響を受けることはないのであるから、右却下処分は、行訴法 3 条 2 項所定の「行政庁の
処分その他公権力の行使に当たる行為」には該当しないことが明らかである」としており、
また合わせて自治法 242 条 3 項で規定する監査委員による監査結果の通知に関連して「こ




                                                   
73 最 1 小判昭和 39・10・29 民集 18 巻 8 号 1809 頁。  














委員が行う却下処分は行訴法 3 条 2 項所定の「行政庁の処分その他公権力の行使に当たる
行為」には該当しない旨、また自治法 242 条 3 項規定の住民監査請求の結果通知について















































































































































                                                   











訴法 3 条 2 項の「行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為」に該当すると主張し、
住民である X がその取消しを求めた抗告訴訟である。 
 高裁も原審の判断を支持し、監査委員による却下通知は行訴法 3 条 2 項の行政処分等に
は該当しないとして本件控訴を棄却している。 





















                                                   
76 前掲東京高判平成 16・6・8。 
77 一方、学説は、大和勇美「住民訴訟の諸問題」鈴木忠一・三ケ月章（監修）『実務民訴講
座 9』日本評論社、1970 年、48 頁、三好達「住民訴訟の諸問題」『新実務民事訴訟講座第 9』
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 本件は大和市住民である X らが、X らが行った監査請求を大和市監査委員が受理しなか
ったことについて行政事件訴訟法3条5項79に基づき不作為の違法確認を請求するとともに、
国家賠償法 1 条 1 項80に基づき X らの損害を賠償することを Y（大和市）に対し求める訴
                                                                                                                                                     
日本評論社、1983 年、320 頁、長野士郎『逐条地方自治法（第 12 次）』学陽書房、1995
年、888 頁などが消極説。金子芳雄『住民訴訟の諸問題』慶應義塾大学法学研究会、1985
年、71 頁は肯定的。 
78 横浜地判平成 3・6・19 判タ 772 号 147 頁。  
79「この法律において「不作為の違法確認の訴え」とは、行政庁が法令に基づく申請に対し、
相当の期間内に何らかの処分又は裁決をすべきであるにかかわらず、これをしないことに
ついての違法の確認を求める訴訟をいう」（行訴法 3 条 5 項）とする規定。 
80「国又は公共団体の公権力の行使に当る公務員が、その職務を行うについて、故意又は過
失によつて違法に他人に損害を加えたときは、国又は公共団体が、これを賠償する責に任




 前者の主張はすでに 3 項で検討したように、本判決でも監査委員の監査結果等には処分
性がないとして、監査請求不受理による不作為の違法確認の訴えは不適法であるとして却
下されている。 








































































して注目される。本件は Y1（大阪市）の監査委員であった Y2 らが監査請求を違法に却下







                                                   
81 名古屋高判平成 8・7・30 判時 1582 号 39 頁。 









































































































































 本件は東京都の住民である X が、平成 6 年 11 月 29 日に開催された「知事と監査委員と
の会見」の名目で開催された会議（以下本件会議）について、平成 7 年 3 月 8 日に東京都
監査委員に対して本件会議に関する起案文書等について都条例に基づく公文書開示請求を
したことに端を発している。上記開示請求に対して監査委員は同年 5 月 8 日に非開示の決
定をして X にその旨を通知した。X は平成 8 年 1 月 24 日、監査委員に対して、本件会議等
に関する公費の支出が違法・不当であり都が被った損害の補填を求める住民監査請求を提
起した。上記状況の中、都監査事務局は同年 2 月 15 日、本件会議等について不正な経理処
理により裏金を捻出して流用していたとして謝罪会見を行った。X は当該謝罪会見により、
本件会議等に関する公費等の支出が違法、不当であることが明らかになったとして同年 3
                                                   
83 東京地判平成 9・4・21 判タ 971 号 129 頁 。 
 91 
 
月 13 日に再度の監査請求を行ったが、その際には「監査期間が 1 年を過ぎたのは、2 月 15
日の謝罪会見で明らかになったからである」と記載することで監査請求期間徒過に関する
「正当理由」を主張している。 
 これに対して監査委員は、同年 5 月 10 日、本件会議があった平成 6 年 11 月 29 日から 1
年を経過した後で提出された監査請求につき請求期限を徒過しているとして本件請求を却
下した。当該却下の決定を不服として、X が同年 6 月 5 日、東京地裁に対して本件却下は
違法でありその損害（訴訟費用等の実損および精神的苦痛）について国家賠償法に基づく
賠償を求めて訴訟を提起したのが本件である。 





のである」との判断を示し X の請求に理由がないとして棄却している。 
 
（2）本件からみる課題 

























 福井県住民である X らは、平成 13 年 6 月 15 日、Y1（福井県）の監査委員である Y2 ら













違法行為を構成し、X らは精神的打撃を被ったとして国家賠償法に基づき Y1 らに対し損害
賠償を求めた事案である。 
 福井地裁は次のように監査請求却下処分の違法性について認定している。その理由とし
て X らの監査請求の趣旨は「Y1 の福井空港関連事業は、国が計画中止を言明している現時
点では事業の進展が望める状況になく、同事業に対する国の予算の割り当てがなければ、
今後同事業の見通しが立たないのであるから、同事業のために公金を支出することは違法
又は不当である」との主張と解することは可能であり、X ら主張の地方財政法 4 条 1 項85違
反といえるかどうかはともかく少なくとも「不当」の主張は含まれているとし監査委員の
判断は誤りであるとした。合わせてもしも当該請求が違法・不当を摘示するものとは認め
られないと判断したのであれば行政手続法 7 条86に照らしても少なくとも X らに補正を求
                                                   
84 福井地判平成 14・7・10 判時 1808 号 59 頁。 
85 地方財政法 4 条 1 項（予算の執行等）は「地方公共団体の経費は、その目的を達成する
ための必要且つ最少の限度をこえて、これを支出してはならない」と定めている。 




























































































相当である」とし X らの請求を棄却している（圏点は引用者による）。 



























   








1．最 2 小判昭和 62・2・2087 




訴期間が徒過しており不適法であるものとして X の訴えを却下した88。 
また原審も 1 審判決を支持し、さらにその間になされた第 3 回監査請求についても一事
不再議の原則の適用並びに自治法 242 条 2 項所定の期間徒過により不適法であるとして控
訴を棄却している。 
 最高裁は「住民監査請求に対し、自治法 242 条 3 項の規定による監査委員の監査の結果
が請求人に通知された場合において、請求人たる住民は、右監査の結果に対して不服があ










                                                   
87 最 2 小判昭和 62・2・20 民集 41 巻 1 号 122 頁。 




































































 本件は東京都の住民である X らが、東京都が計画している臨海副都心開発計画の一環と
して、都港湾局長である Y が進出企業との間で都有地につき賃貸借契約を締結することが




同月 30日の平成 3年第 1回東京都議会において同計画関係経費の予算の執行を凍結する旨
の付帯決議がなされたため、本件契約が締結されるか否かがその時点では不確定であると
して同監査請求は却下された。その後平成 3 年 7 月 11 日、東京都議会において前記付帯決
議による予算の執行の凍結が解除されることとなり、Y は本件契約の締結に向けての調整を
始めた。そこで X らは、改めて平成 3 年 7 月 31 日、前監査請求と同旨の監査請求を再度行
                                                   















3．最 3 小判平成 10・12・1890 
（1）概要 
 本件は中学校の建設が違法な公金の支出に当たるとして加須市住民である X が同市の市
長である Y に対して、市に代位して損害賠償を請求した住民訴訟である。原審で確定した
事実関係は次のようなものであった。本件訴訟に先立つ住民監査請求についてであるが、
第 1 回監査請求（6 月 28 日）では、当該請求内容が一般的な行政運営を対象としており不
適法であるとして当該請求は却下された。その後、監査請求の表題を一部変更して第 2 回
監査請求（8 月 12 日）が行われたが第 1 回監査請求と請求人及び対象となる監査請求の内
容が同一であるため、同年 9 月 5 日付け書面をもって一事不再理の原則に従って当該請求
についても却下する旨の通知がされた。上記監査結果を不服として同年 10 月 3 日に X が本
件訴えを提起したものである。 
 このような事実関係を前提として、第 1 審及び原審の東京高裁は、本件訴えは出訴期間
を経過して提起されたものであるから不適法であるとして却下した。すなわち、原審は、X
らの第 1 回監査請求は、実際には請求の特定を欠くものとはいえず適法であったから、市
監査委員が第 1 回監査請求を却下したことは不適法であったとしている。したがって、第 2
回監査請求は不適法であり、その場合第 1 回監査請求については監査委員による監査又は
勧告が行われていないことになるから、自治法 242 条の 2 第 2 項 3 号により、第 1 回監査






                                                   








をした住民が提起する住民訴訟の出訴期間は、法 242 条の 2 第 2 項 1 号に準じ、却下の通
知があった日から 30 日以内と解するのが相当である」とし、その場合第 2 回監査請求は適
法であったものとみなされることとなるとして、原審を破棄し本件訴えを不適法であると

























                                                   










第 6 項 監査請求期間の制限（怠る事実という法律構成） 
自治法では、住民監査請求について、当該行為のあつた日又は終わつた日から一年を経
過したときは、これをすることができない。ただし、正当な理由があるときはこの限りで





















  本件訴訟は、勝央町町長である Y を被告として、勝央町が Y の違法行為により被った
損害を補填するため、Y に対して損害賠償請求をすべきであるにもかかわらずこれを怠って
いるので住民である X らが同町に代位して Y に対し損害賠償の請求をしたものである。 
 監査請求対象でもあった本件の事実経過であるが、本件住民訴訟とは別に、昭和 49 年 4
                                                   
92 松本英昭『逐条地方自治法（第 1 次改訂版）』学陽書房、2002 年、880 頁。 
93 最 3小判昭和 53・6・23集民 124号 145頁（下記岡山地判昭和 50・11・12の上告審）。 
94 岡山地判昭和 50・11・12 判タ 341 号 258 頁。 
 99 
 
月 10 日に勝央町は勝央町農協に対する 1400 万円および利息の支払判決を受けている（岡
山地裁津山支部昭和 45 年（ワ）第 166 号事件）。この地裁判決が認めた原因事実であるが、










そして、昭和 49 年 7 月 9 日に同町は農協に対して 1710 万 616 円を支払った。 
 このような別件訴訟で明らかになった事実に対して X らは、昭和 50 年 7 月 5 日に監査請
求を行い、同町監査委員は請求のあった日から 60日以内に監査も勧告も行わなかったため、
同年 9 月 10 日に、Y の収入役および職印に対する管理、監督が杜撰であり不十分であった
などとして、Y の職務怠慢、義務懈怠が 1400 万円の損害賠償を為さざるをえない原因とな
っているとして Y に対して勝央町への損害賠償を求めて、住民訴訟を提起した。 











 控訴審では 1 審で否定された被告適格を認める一方で、住民監査請求について請求期間
が遵守されていたかどうかについて判断している。 
 控訴審では監査請求期間について「X らは、違法行為の終わった日から 1 年以内に監査
請求をし、監査請求をした日から 60 日以内に監査委員による監査も勧告も行わなかったた
                                                   
95 広島高判昭和 52・5・30 行集 28 巻 5 号 546 頁。 




























その場合には 242 条 2 項の期間制限の規定自体ほとんど意味を持たないことになる。当該




































3．最 3 小判平成 9・1・2898 
 本件は茅ヶ崎市の住民である X が提起した以下に示す住民監査請求に端を発している。






 これに対して当該土地は国鉄の承諾がないまま所定の期間内である昭和 61 年 8 月 22 日
                                                   




敬子「判批」法教 270 号、2003 年、123 頁）。 
98 最 3 小判平成 9・1・28 民集 51 巻 1 号 287 頁。 
 102 
 
に第三者に転売され、同月 26 日に所有権移転登記がされた。 
国鉄を承継した国鉄清算事業団は、昭和 62 年 8 月 22 日、特約に違反して転売したとし
て当該売買契約を解除する旨の意思表示をするとともに、違約金 4958 万 1400 円の支払を
催告した。その後左記違約金の支払に係る事案は、茅ヶ崎市と同事業団との裁判となり、
平成元年 8 月 15 日、茅ヶ崎市が和解金 1490 万円を支払うことで和解が成立、同年 11 月
17 日に同和解金の支払いがされている。 
これに対して X らは、平成 2 年 3 月 23 日、当該和解金 1490 万円は違法不当な支出であ
り、これにより同市は損害を被ることとなったため同市の市長である Y 個人の負担でこれ
を補てんさせるための必要な措置を執ることを請求する旨の監査請求を行った。これに対
して、同年 5 月 19 日、本件土地を国鉄から買い受けて第三者に売却したのは茅ヶ崎市土地
開発公社であると認められ、茅ヶ崎市と国鉄との間の売買契約は存在せず和解金の支払に
も違法不当性はないとして監査請求を棄却した。 






は争いがあるが、X らが違法とする本件土地の転売が行われたのは昭和 61 年 8 月 22 日で
あり、X らが茅ヶ崎市監査委員に対し、右行為について損害賠償請求するなど適切な措置を
するよう求めて監査請求したのは平成 2 年 3 月 23 日であることは当事者間に争いがない。
本件請求は、茅ヶ崎市長の財務会計上の行為である右転売行為を違法とし、これに基づい
て発生する損害賠償請求権の不行使をもって財産の管理を怠る事実としているものである
から、本件請求の前提としての監査請求は自治法 242 条 2 項の期間を徒過してなされた不
適法なものである」99とし X の主張を退けた（また次項で検討する内容にも関連するが、本






とができることになった日を基準として自治法 242 条 2 項の規定を適用すべきであるとし
ている。また上記理解を本件に適用するなら、茅ヶ崎市は国鉄清算事業団との裁判の過程
で同事業団による転売禁止の特約の有効性自体を否定する答弁をして応訴し、その後 2 年 8
ヶ月余の裁判の結果和解にいたったわけであり「その間に同市は債務負担を否定し続けて
                                                   








解の日を基準として自治法 242 条 2 項の規定を適用すべきである」と判示した。上記理由
















































準として自治法 242 条 2 項の規定を適用すべきであるとしている。 
続いて以下では指名業者らによる談合等の不法行為に基づく損害賠償請求権の行使を怠
る事実について自治法 242 条 2 項の期間制限規定が適用されるかどうかについては下級審
の判断は肯定するものと否定するものに 2 分されていた104。その後このような事案につい
て、平成 14 年に同旨の最高裁判決が 3 件示されることで上記不法行為に基づく損害賠償請
求権の行使を怠る事実については一定の結論が示されたものと理解できる105。 
  
5．最 3 小判平成 14・7・2106 









                                                   
102 関[1999]48 頁。 
103 関[1999]49 頁。  
104 肯定説をとるものとして東京地判平成 11・1・28判タ 1024号 206頁など、否定説をと
るものとして大阪地判平成 11・1・28 判タ 1024 号 195 頁など。  
105 概ね学説は「昭和 53 年判決」・「昭和 62 年判決」・「平成 9 年判決」に賛意を示して
いる。関[1997]284 頁、阿部泰隆「判批」判評 536 号、2002 年、172 頁、藤原淳一郎「判
批」判時 1609 号、1997 年、175 頁など。 
























上記表裏一体理論の範囲とは別であり昭和 62 年判決の射程外と判断できるものである110。 
 
6．最 1 小判平成 14・7・18111 
 本件は談合した業者と地方公共団体との間で直接契約関係はないという点では前掲最 3
小判平成 14・7・2 判決とは異なる事案であるが平成 14 年判決と同旨の判断が下されてい
る。 
 本件は、町田市住民である X が市監査委員に対して提起した監査請求が棄却されたこと
を不服として提起した住民訴訟である。監査請求の内容は、市が日本下水道事業団に委託
                                                   
107 前掲最 2 小判昭和 62・2・20。 
108 阿部泰隆「判例評論」536 号、2003 年、173 頁。 
109 阿部[2003]173 頁。 
110 大橋調査官は、平成 14年 7月 2日判決は、昭和 62年判決の趣旨を明確にし、本件事例
では自治法 242 条 2 項の適用がされないことを明らかにし、判断が分かれていた下級審判
決の議論に区切りをつけたと評価している（大橋寛昭「判解」『最高裁判所判例解説民事篇
（平成 14 年度）（下）』2005 年、524～528 頁）。中原茂樹「判批」ジュリ 1246 号、2003
年、44 頁も同旨。 




























7．最 1 小判平成 14・10・3112 
 本件は前記 5．および 6．の最高裁判例で見られたような談合ではなく、工事業者が水増
し請求をして地方公共団体が損害を被ったという事案であるが、本件においても同旨の判
決が下されている。 
 本件は愛知県の住民である X が、県と Y1 ら 9 社との間で愛知芸術文化センターの建設
工事の工事代金を増額する等の工事請負変更契約を締結し代金増額分を全額支払ったこと
に関し、県に代位して Y1 らに対して損害賠償等を請求している事案である。当該変更契約
は平成 3 年 7 月 9 日に締結され、これに基づき同 4 年 3 月 31 日に 29 億 5853 万 8010 円の
支払が実行されたが、X は当該変更契約が違法、不当で無効なものであり県に損害が生じて
いるなどと主張し、平成 6 年 10 月 5 日、住民監査請求を提起したが県監査委員はこれを却
                                                   





































 本論文で取り扱う監査委員と請求者との関係でいえば、平成 14 年 7 月 2 日の最高裁判決
                                                   































                                                   
114 平成 14 年に相次いだ最高裁判決はいずれも同趣旨の判断が下されたため、損害賠償請
求権の不行使を理由とする住民監査請求と自治法 242 条 2 項との関係は一応の決着がつい
たとされている（村上政博「判批」判タ 1099 号、2002 年、35 頁）。平成 14 年判決以降、




明確な理解が為されておくべきものと考えられる（最 3 小判平成 19・4・24 民集 61 巻 3
号 1153 頁）。 
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1．最 2 小判昭和 63・4・22115 
（1）概要 
 本件は、府営祝園地区かんがい排水事業の用地買収費用として、昭和 55 年 4 月 19 日お
よび同月 26 日、精華町が支出した補償金 938 万円について違法があったとして、昭和 60
年 3 月 8 日、精華町住民である X により提起された住民監査請求に端を発している。監査
請求対象は支出に先立ってなされた収入をもたらす行為（予算外収入）に対する町長の同
意の違法性、および当該収入からなされた前記補償金支出（予算外支出）の違法行為に対
する措置を求める請求である。これに対して同町監査委員は、昭和 60 年 4 月 30 日、監査
請求の請求対象にある収入をもたらす行為についての同意は町長の裁量に属し、また補償
金支出については違法であるが無効とするにはあたらないとして棄却している116。 
 この結果を不服として X が、町に代位して、町長である Y に対して損害賠償請求をし、
また補償金を受け取った住民に対して不当利得の返還を求めたのが本件住民訴訟である。
裁判の争点としては、昭和 55 年 4 月になされた支出について昭和 60 年 3 月に提起された
住民監査請求が適法であるのか、すなわち「正当な理由」があったか否かが争われること
となった。 
 第 1 審は「正当な理由」があったとは認めず X の主張を却下した117。他方、控訴審は、
「正当な理由」があったにもかかわらず不適法な訴えであるとして却下した原判決は失当
であるとして原判決を取り消し地裁に差し戻した118。 
 控訴審で認定された事実関係によると、昭和 55 年 4 月の補償金支出は「きわめて秘密裡」
に行われ一般住民は知りうる余地はなかったところ、昭和 59 年 6 月 27 日夜第 2 回定例議
会で突然なされた議員質問に端を発する形で本件は判明した。その後同年 10 月、全町民に
全戸配布された「精華町だより第 25 号」により質疑内容の一部である町長の同意および予
算外収入の存在が明らかにされたが支出は報じられなかった。また前記 6 月 27 日の質疑に





と認められる昭和 60 年 2 月 6 日から約 1 月で本件監査請求に及んだのであるから、相当の
                                                   
115 最 2 小判昭和 63・4・22 集民 154 号 57 頁。 
116 期限を徒過した監査請求について却下処分ではなく誤って実体判断が行われた場合で
あっても、当該監査請求およびその後の住民訴訟は適法とはならないとする判決には、横
浜地判昭和 56・4・27行集 32巻 4号 698頁、東京地判昭和 57・7・14判時 1057号 51頁
があるが、本判決は左記判決を踏襲している（橋本博之「判批」判タ 706 号、1989 年、337
頁）。 
117 京都地判昭和 60・12・4 判タ 606 号 59 頁。 
118 大阪高裁昭和 62・5・13 判時 1256 号 21 頁。 
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期間内に監査請求をしたものというべきである」とし、自治法 242 条 2 項但書に定める「正
当な理由」があると判示した。 
 これに対して最高裁は、「X ら精華町の住民にとつて、遅くとも「精華町議会だより第 25
号」が配布された昭和 59 年 10 月中旬までには、町長である Y が府営祝園地区かんがい排
水事業の用地買収の補償金として町の公金 938 万円を違法又は不当に支出したことが明ら
かになった筈であり、X ら精華町の住民がこの時から相当な期間内に監査請求をしたかどう
かによって法 242 条 2 項但書にいう「正当な理由」の有無を判断すべきところ、X は右の





































































































































判自 66 号、1990 年、27 頁）。 
































 本件は八幡市の住民である X（市議会議員）が、市長の地位にあった Y が職員厚生費等
の名目で職員に個別支給した金員について違法な支出であるとして、市に代位して Y に対
して損害賠償請求した事案である。 
 認定された事実によると、八幡市は昭和 40 年頃まで元気回復事業としてレクリエーショ
ンや年 1 回程度の割合で団体旅行を実施していたが職員のニーズも多様化した事情等もあ
                                                   
121 橋本[1989]337 頁。 









 以上の事実に基づき、X は、昭和 53 年 7 月 3 日、昭和 51 年度支出および昭和 52 年度支
出を対象とした監査請求を行ったが、同年 8 月 30 日市監査委員より請求には理由がない旨
の通知を受けた。これに対して X は八幡市に代位して、昭和 53 年 9 月 25 日、Y に昭和 51
年度および 52年度の支出額と昭和 53年 9月 25日から支払済みまで民法所定年五分の割合
による遅延損害金の支払いを求めて訴訟を提起したものである。 
 第 1 審では監査請求が遅れたのは違法な公金の支出を証する市議会の会議録が作成され
るのを待っていたためであるから、自治法 242 条 2 項ただし書にいう「正当な理由」があ
るとして昭和 52 年度だけでなく 51 年度の支出についても X の訴えを認容した123。 















度支出の終了後の 1 年を経過した昭和 53 年 4 月 19 日の相当以前の段階において容易に知
ることができたと解されるから、右「正当な理由」があるとは解し難い」とし、これによ
り昭和 51年度支出については監査請求期間が徒過しているものとして不適法であると判示
し第 1 審判決で認容された当該部分を取り消す一方で、52 年度支出については適法である
として控訴を棄却している。 
 
                                                   



















は、法律又は条令に基づかずに手当又は給与を支給したものとして、自治法 242 条の 2、地
方公務員法 24 条 6 項及び 25 条 1 項125に違反したいわゆる「やみ給与」として明らかに違
法なものであるだけでなく、普通地方公共団体の支出はすべてこれを歳出予算に編入しな
ければならず（自治法 210 条）126、執行機関は、歳出予算に編入されて初めて支出の根拠





昭和 41 年度中から行われているとされており 10 年以上にわたり違法行為が放置されてい
たことも判明している。 
つまり本件を通じて違法な公金の支出と認定されるような態様が長期間にわたり放置さ




125 地方公務員法 24 条 6 項では、職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定め













3．最 1 小判平成 14・9・12128 
（1）概要 
 本件は京都市住民である X が提起した住民訴訟であるが、平成 2 年 3 月 7 日、当該訴訟
に先立つ住民監査請求においては京都市が同和対策費として支出した合計 340 万円（昭和
63 年 4～7 月分 120 万円「支出金ア」、同年 8 月～11 月分 100 万円「支出金イ」、同年 12
月～平成元年 3 月分「支出金ウ」）のそれぞれされた支出を対象として、当該行為が違法な
財務会計行為にあたり市に損害を被らせたと主張して当時の市長である Y に各支出金の返
還を求める趣旨の監査請求をおこなった。これに対して市監査委員は、同年 3 月 30 日、こ
れを却下したがこれを不服として訴訟を提起したのが本件住民訴訟である。 
 本件では、最後になされた支出金ウの支出日である昭和 63 年 12 月 14 日（第三者への支
払日は平成元年 3 月 31 日）から 1 年以上を経過した、平成 2 年 3 月 7 日の監査請求につい
て「正当な理由」があるかどうかが争点となった。なお監査請求日である平成 2 年 3 月 7
日とは別に X の主張するところでは、同年 2 月 17 日に監査請求書及び事実調査報告書を提
出しようとしたが受理されなかったために同年 3 月 7 日に配達証明付き書留郵便で本件監
査請求をしたとしており、すなわち監査請求を行った日が同年 2 月 17 日であるのか同年 3
月 7 日であるのかについても判断がされている。 
 京都地裁129は原告である住民の訴えを却下したが、原審である大阪高裁130は支出金ウに
関する損害賠償請求の訴えにつき監査請求日が平成 2年 2月 17日であっても同年 3月 7日






























































































                                                   
128 最 1 小判平成 14・9・12 民集 56 巻 7 号 1481 頁。 
129 京都地判平成 9・1・17 民集 56 巻 7 号 1509 頁。 






また、平成元年 12 月 12 日の全国紙報道、また同 13 日に地元紙の報道があったことに鑑
みるに、遅くとも平成元年 12 月 13 日頃には一般住民においては本件各財務会計行為の存
在及び内容を知ることができたとしており、12 月 13 日頃から相当の期間内に監査請求をし
なかった場合には「正当な理由」はないとするべきであるとし、さらに平成 2 年 2 月 17 日
付けで作成された監査報告書および事実調査報告書が作成されているのにも関わらず同年
3月7日に初めて監査請求をしたのであれば相当な期間内ということはできないとしている。 
しかし、最高裁は「X らの主張するところによると、X らは同年 2 月 17 日に監査請求書
及び事実調査報告書を提出しようとしたが、受理されなかったために、同年 3 月 7 日に配
達証明付き書留郵便でこれらの書類を送付して本件監査請求をしたというのである。仮に






 本件第 1 審判決では、前記した地元紙の報道があった平成元年 12 月 13 日から相当期間
内にされたものかどうかについての検討において「行政不服審査法 14 条 1 項131が、審査請
求期間を原則として処分があったことを知った日の翌日から起算して 60日以内と規定して
いることをも考え合わせると、本件において、X らは、遅くとも平成元年 12 月 13 日から
ほぼ 2 ヵ月後であり、X らの京都市職員措置請求書等が完成した平成 2 年 2 月 17 日の直後
ころまでに本件各支出の監査請求をするべきであったといわざるを得ない」と判示してい
る。 
 第 1 審判決は X らの請求を却下しているが、当該判決で示した 60 日と同様の期間概念を
持った判断が上記最高裁判決で示されたことについて注目することができよう。すなわち
最高裁判決では京都新聞報道があった平成元年 12 月 13 日を基準として、仮に平成 2 年 2
月 17 日に監査請求がなされたのであれば相当な期間内であり（66 日後）、同年 3 月 7 日に
監査請求されたのであれば相当な期間とはみなされないと判断している（84 日後）。 
 昭和 63 年判決では当該違法行為を知った時から「4 ヶ月余」を経過してなされた監査請
求については「正当な理由」はないとしていたが、本判決ではさらに 66 日後は適法であり


















 事実関係として、市は昭和 45 年頃に大年寺山を公園として整備する大年寺山公園計画を
有しており、昭和 63 年 11 月以降数回にわたり公園予定地の地権者を対象とした同計画の
説明会を開催、平成 2 年 11 月 16 日、本件土地を含む買収予定区域を明示した都市計画案
を縦覧に供し、同年 12 月 14 日、大年寺山公園整備事業の認可を受けた。 
その後市は不動産鑑定士による鑑定評価及び仙台市公有財産価格審査委員会の審査を経
て、平成 3 年 3 月 13 日に Y2 らから公園用地として本件土地一を 1 ㎡当たり 17 万円の価
格で買い受ける旨の本件契約一を締結、同月 26 日に Y2 らから市への共有者全員持分全部
移転の登記、同月 29 日に平成 2 年度予算の執行としての売買代金支払い、そして同月 30
日に仙台市土地台帳に登録がされた。 
また市は同様の手続を経た上で、平成 3 年 12 月 2 日、Y2 らから本件土地二を 1 ㎡当た
り 18 万 700 円の価格で買い受ける旨の本件契約二を締結、前記手続同様に、同月 9 日に市
への共有者全員持分全部移転の登記がされ、同月 25 日に平成 3 年度予算の執行としての売
買代金支払い、そして平成 4 年 9 月 30 日に 仙台市土地台帳に登録がされた。 
 本件土地一の上記売買価格は、平成 3 年 3 月 1 日時点における正常な取引価格の約 3～
4.7 倍、そして本件土地二の上記売買価格は同年 11 月 1 日時点における正常な取引価格の
約 4.9 倍であった。 
 その後公園用地買収に問題があるとの情報を得た市議会議員 A は、平成 5 年 9 月 20 日に
開かれた市議会の一般質問において公園用地買収価格が通常の 4 倍の異常な高値であった
ことについて質問、これに対して市も売買価格に疑問があるとして調査中であることを明
                                                   
132 監査請求が相当な期間内に行われたか否かについて、学説では 60 日を一つの目安とし
て個々の事案に即して「相当な期間」の長さを決定すればよいとする説（石井昇「住民監
査請求期間の制限と「正当な理由」」甲南法学 32 巻 3・4 号、1992 年、121 頁、木村実「地
自法 242 条 2 項の「正当な理由」が否定された例」民商法雑誌 99 巻 3 号、1988 年、156
頁）と、「相当な期間」を緩やかに解する説（大川隆司「『正当理由』の見直し」法セ 527
号、1998 年、23 頁）がある。本判決は 66 日は相当であり 84 日であれば相当でないとし
ている点で前者に近い立場を採ったものと理解することができる。 




について 17 万円、土地二について 18 万 700 円で購入した事実に続き、平成 5 年 3 月には
それまで依頼していた不動産鑑定士とは別の鑑定士に依頼し改めて取得予定地の鑑定評価
した結果、平成 4 年度の新たな土地取得については 1 ㎡ 4 万 7747 円で購入したこと、およ
び市が同 2 年度および 3 年度当時の鑑定内容や購入に至ったいきさつなどを調査している
ことが記載された。 
 X らは、上記のような経緯に基づき、平成 5 年 11 月 25 日、本件土地の取得に関し代金
額を正当な価格に是正し市の被った損害を賠償させる等の適切な措置を講ずることを求め


















が前記各日にそれぞれされており、平成 2 年度及び同 3 年度の各予算説明書及び決算説明







                                                   
134 仙台地判平成 11・ 3・15 判自 214 号 93 頁。 




























 原審で確定した事実関係においては、土地一については 1 ㎡ 17 万円、土地二については
１㎡約 18 万円で購入されているが、平成 5 年 3 月には新たな鑑定評価に基づき、平成 4 年
















る株式会社 Y2 および学校法人 Y3 に対し本件土地の所有権に基づいてその地上建物の収去、
本件土地の明け渡し及び賃借権設定登記の抹消登記手続をそれぞれ求めた住民訴訟である。 
 本件賃貸借契約は昭和 62 年 7 月 1 日に締結されているが、その後の記録によると①X の
代理人である弁護士は、昭和 63 年 11 月 10 日ごろ、市の内部資料を入手したがその中には
本件賃貸借契約において定められた権利金及び賃料の算定根拠に用いられた本件土地の更
地価格が 1 ㎡当たり 57 万 4750 円であることを示す資料のほか、同 62 年 4 月 1 日時点の
本件土地の更地価格を 1㎡当たり 71万 5,000円とする鑑定評価書およびこれを 64万 9,000
円とする鑑定評価書が含まれていたこと、②X は、昭和 63 年 11 月 17 日付けで自ら不動産
鑑定士として本件賃貸借契約における権利金および賃料の額の適否について意見書を作成






和 63 年 11 月 17 日ころまでには、上記権利金及び賃料が適正な額より低いとする旨の不動
産鑑定士としての意見を明らかにすることができたのであるから、そのころには既に本件
賃貸借契約の締結について直ちに監査請求をするに足りる程度にその内容を認識していた
というべきである。このような X の認識に基づいて考えると、平成元年 1 月 20 日にされた
本件監査請求は前記の相当な期間内にされたものということができず、本件監査請求に法









秘密裡ということはできないなどを勘案するに平成元年 1 月 20 日の監査請求日は同月 17
                                                   




















6．最 1 小判平成 17・12・15138 
（1）概要 
 本件は、北九州市の住民である X らが、市の平成 7 年度における食糧費の支出のうち、
会合に出席した者 1 人当たりの金額が 6,000 円を超えるなど一定の限度を超えるものに違
法があると主張して、市に代位して市長又は市の職員である Y らに対し本件各支出につい
ての損害賠償の支払又は不当利得の返還を求めた事案である。 




つき情報公開請求を行った。これに対して実施機関は、同年 8 月 30 日、一般支出決議書等
については非公開とし予算管理簿についてはその記載の一部を公開する旨の決定をした。 





                                                   
137 仙台高判平成 9・11・26 判タ 982 号 123 頁。 




数は 3258 枚であった。 




 X は本件団体の構成員と上記公募に応じた者から成っており、X らは、平成 9 年 12 月 15
日、市監査委員に対し上記食糧費に関連する支出総額 2523 万円余が違法、不当であるとし
てその損害を補てんするために必要な措置を講ずべきことを求める本件監査請求を提起し
た。これに対して市監査委員は、同 10 年 1 月 14 日、監査請求期間の徒過を理由として本
件監査請求を却下する旨の決定をした。 









「本件団体は、平成 8 年 7 月 3 日、市の平成 7 年度の食糧費の支出に関する文書について
本件情報監査請求をしたが、食糧費の支出の内容を知るに足りる文書の公開を受けること












                                                   
139 福岡地判平成 13・ 3・22 判タ 1126 号 128 頁。 




間についての判断が左右されるものではない。したがって、本件監査請求に自治法 242 条 2
項ただし書にいう正当な理由があるということはできないと解すべきである」と判示し、







求には、自治法 242 条 2 項ただし書にいう正当な理由があるということはできない、と考
える。しかしながら、本件には、次のような特殊事情がある。すなわち、本件団体が、平


































































































第 4 章 米国納税者訴訟および地方自治体の会計・監査 
第 1 節 納税者訴訟制度の経緯 





のである。特にアメリカでは、連邦最高裁判所のフィールド判事が、Crampton v Zabriskie 
事件1において、「カウンティの住民が他の財産所有者としても、別の方法で支払うことを命
ぜられるような、カウンティの金銭の違法な処分又は違法な起債を阻止するため、衡平裁




                                                   
1 Crampton v Zabriskie, 101. U.S., 601 (1879). 









版）法律学全集』有斐閣、1989 年、39 頁、注（四）(a)参照、また英米法の constructive trust
にも違いがみられるが、当該相違については Duncan B. Cooper, Constructive Trusts, 
Statute of Frauds and Judicial Lethargy, 1 Creighton L. Rev. 95, 95-100 (1968)が参考に








































































おける黎明期の裁判例が中心となるため主に 1900 年前後の裁判例が中心となっている6。 
続いて本章では米国において納税者訴訟が始まった当時において先導的な学説を提示し















                                                   

















正当な通貨合計 75,000 ドル分を年利 7％で、1877 年 12 月 18 日、ハドソン郡税務署にて
Mahlon・B・Crampton に支払う義務を負っている。郡議会の決議に従い行使、発行され
た本債券は 1876 年 12 月 14 日に可決され、同年 12 月 16 日に、決議に従い郡議会によっ
て購入された土地代金の支払いのために、債券発行を郡税務署に認めた全郡選出議員によ
って承認された。それについての証拠として、ハドソン郡はこの債券に公印を捺印してお
り、1876 年 12 月 22 日、全郡選出議員によるサインがされている」8 
 上記取引について 1878 年 3 月 13 日、Crampton は上記債券にかかる支払いを求める訴
訟を提起したが、それに対して Zabriskie および他 2 名の納税者は、上記債券は無効である







1879 年 10 月 1 日、裁判所は、原告の請求を認める判決を下し、Crampton に対して土地
の対価を回収する訴えを禁じた。これに対して Crampton が直ちに上訴したのが本件であ
る。 










                                                   
8 一口当たり額面 75,000ドルで発行したのが 3口のため合計額 225,000ドルだが、判決で


































                                                   
9 Field 判事の判決では「この課題について先導的な権威ある著作物を調べようとする者は、
Dillon の ”The Law of Municipal Corporation” の卓越した論文で言及されているものの
中でそれを見つけるだろう」と述べている。この後の各州の判例でも同様に Dillon の学説
が数多く引用されており（例えば後述のフロリダ州 Rickman 判決やテキサス州 Robertson
判決など）、当時の地方自治体研究の有力学説として認識されており裁判上の判断におい







第 3 節 いくつかの州の納税者訴訟制度および裁判例 
第 1 項 ニューヨーク州納税者訴訟制度（制定法） 
 ニューヨーク州では、1872 年、地方自治法（General Municipal Law：以下、自治法）
51 条において州内の地方自治体における「納税者訴訟」を法制化している10。自治法 51 条







































第 2 項 ニューヨーク州の裁判例 

























                                                   
11 この考えは後述する Dillon 学説の中の「救済の順序」で言及する概念とも合致する。 
12 Ayers v Lawrence, 59 N.Y. 192 (1874) .ニューヨーク州の原告適格法理については、






































                                                   
13 Herder v Clifford, 252 N.Y. 141 (1929). 

























3．Cline v Board of Trustees15 
 本件は Schenectady カウンティコミュニティカレッジの理事会に対して、同カレッジ
Association の会長および個人の立場で納税者である Cline 氏およびその他が提起した納税
者訴訟である。 
 ところで Schenectady カウンティコミュニティカレッジは 1967 年にニューヨーク州立
大学の一部として設立されており、運営には公金が利用されているため当該運営にあたっ
ての様々な疑義は納税者訴訟の対象となっている16。 





                                                   
15 Cline v Board of Trustees, 76 Misc. 2d 536 (1973). 




 地裁判決では、理事会の正式な議事録は公文書であると結論付け、納税者の 1 人に議事
録を調査しコピーする権限を与える判決を下した。 



























                                                   
17 納税者の利益のため記録の閲覧等に裁量的判断を下した判例として Egan v Board of 
Water Supply, 205 N.Y. 147 (1912)、Holton v Board of Supervisors of the County of 
Monroe, 245 A.D. 144 (1935)、New York Post Corp v Leibowitz, 2 N.Y. 2d 677 (1857)、























第 3 項 カリフォルニア州納税者訴訟制度（制定法） 




                                                   
18 Roebuck v Hoyt, 202 Misc. 43 (1951) 




与え、またコピーをする機会も与えている。また、Ihrig v William 判決で引用されている
前掲 Egan v Board of Water Supply 205 N.Y. 147 (1912)は、ニューヨーク市の水道事業の
入札にあたり不当に高額な落札があったことについて情報の開示を求めた納税者訴訟であ












































                                                                                                                                                     
分割した記載になっていると考えられる。 
21 Foster v Coleman, 10 Cal. 278 (1858). 






























                                                                                                                                                     
フォルニア州では監査人が金額の正当性を監査した上で小切手やワラント等を振り出して
いたことが伺える。 
23 Winn v Shaw, 87 Cal. 631 (1891). 
24 上訴人がその論拠とした判例が Linden v Case, 46 Cal. 174 (1873)、McCoy v Briant, 










 判決で Da Haven 判事は「われわれの意見では、カウンティの納税者はカウンティに属
する基金の適切な使用に関心を持っているため有効性のない請求への支払いのため公庫か
らの公金引出しを防ぐ訴訟を維持することができる。権威ある先例はこの観点と調和して
いると考えられる」と判示しその権威ある先例として前記 Crampton v Zabriskie 判決、お
よび後述する Dillon 学説があるとしている。 
 本件のみならず、カリフォルニア州の当時の納税者訴訟の判決の多くで、あるいは被告
弁護人の主張においても Crampton v Zabriskie 判決、および後述する Dillon 学説が引用さ
れている。 
 






























































                                                   
26 納税者に固有の損害発生したかについてはこの後の Rickman 判決（フロリダ州）でも再
出するように当時原告適格を考える上での争点であった。 
27 Bradford v City of San Francisco, 112 Cal. 537 (1896). 



























ば契約を取り消すあるいは無効化する訴訟として Barto v Board of Supervisors, 135 Cal. 


















5．Bledsoe v Watson31 









るためにも上記契約関係への介入は正当である、またアメリカ合衆国憲法修正 1 条 XIV の
下、被告が違法と考える支出を防ぐための要求をすることを支持するとして事実審の結果
を支持し控訴を棄却している。 







6．McKinny v Board of Trustees33 
本件はオックスフォード学校区の理事会の決定した学校区内の5つの高等学校のうちの2
校を 2 つのエリアに学区分けし、また同時に人種差別廃止計画を採用したことに対して、










                                                   
31 Bledsoe v Watson, 30 Cal. App. 3d 105 (1973). 
32 他州ではあるが本件判決文で引用しているほぼ同様の事案として Middlesex Concrete v 
Carteret Industrial, 37 N.J. 507 (1962) などが見られる。 














第 5 項 フロリダ州の裁判例 
1．Cotten v County Commissioners of Leon County34 
本件は上訴人である原告市民が被上訴人である Leon カウンティのコミッショナーに対
















 2．Lanier v Padgett（以下、Lanier 判決）36  
 本件は上訴人である納税者らが、無権限にも関わらずカウンティのコミッショナーが決
定した庁舎および裁判所の用地選定についてその取消し等を求めた裁判である。原審は原
                                                   
34 Cotten v County Commissioners of Leon County, 6 Fla.610 (1856). 
35 Thomas C. Marks, Jr., dhere Resolution to a Mistake: The Florida 
Taxpayers-Standings Cases, 33 Stetson L. Rev. 401, at 403 (2004). 

























例えば Peck v Spencer39事件判決では「居住者である納税者は、地方自治体による公金の
違法な処分を避けるため、または一般の財産所有者に別のやり方で支払を強制するような
                                                   
37 See supra notes 35, at 404. 
38 Lanier 判決では、インディアナ州の English v Smock, 34 Ind. 115 (1870)およびノース
カロライナ州の Calloway v Jenkins 63 N.C. 147 (1869)を引用している。Lanier 判決およ








場合にはそれは認められるであろう」John Adams, Doctrine of Equity ; commentary on 
the law, T. & J.W. Johnson (1850), §212, at 186. この著作物も、Dillon 学説や
Crampton 判決と同様に当時の権威ある学説の一つであったと考えることができる。 

































4．Rickman v Whitten（以下、Rickman 判決）42 
 本件概要であるが、1911 年に制定された法律の下、特別道路と橋梁の区画が創設される
とともに当該支出に充当する目的で地方債が発行され、その償還と利息の支払のために税
                                                   
40 Garnett v Jacksonville, 20 Fla.889 (1884). 
41 Strickland v Knight, 47 Fla. 327 (1904). 




































                                                   
43 また判決では Crampton 判決を参照するようにと付記している。 
44 See supra notes 35, at 411. 
45 Id. at 408. 
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46 Armstrong v Richards 128 Fla. 561 (1937). 
47 Gillespie v Gibbs 147 Ala. 499 (1906). 































と争点－新四号訴訟を中心として－」ひろば、55 巻 8 号、2002 年、50－51 頁）。なお先
行行為にかかる非財務会計行為と財務会計行為の関係についての今後の検討課題について
は以下が参考になる（成田頼明「住民監査請求・住民訴訟制度の見直しについて（上）」自




あるのか』公人社、1999 年、18 頁）。 
50 納税者訴訟ではないものの契約自由の原則に関わる判例として Sommers v 
Apalachicola Nortthern Railroad Co, 85 Fla. 9(1922)、Continental Cas. Co v Bows, 72 
Fla. 17(1916)、Clay v Girder, 103 Fla. 135(1931)、Gabel v Simmons, 100 Fla. 526(1930)
などが見られる。 




ロリダ州のコモンローの法理は 1776年 7月 4日においてイングランドに存するコモンロー
および制定法を指すものであり、その点で本件のケースにあたるような事例は見当たらな
いとして申立人の主張を棄却した。 





8．Combs v City of Naples52 
 本件は原告であり上訴人である納税者らが被上訴人である市およびゴルフクラブに対し
て、両者が締結した開発計画の無効を求めた 4 つの請求原因を伴う訴訟である。原審は同 4
つの請求原因からなる請求の趣旨のうち 1 番目、2 番目、4 番目について却下した。これを
不服として上訴したのが本件である。 





















                                                   
52 Combs v City of Naples, 834 So.2d 194 (2002).  
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第 6 項 テキサス州の裁判例 





告として提起した訴訟である。訴訟の目的は 2 つあり、1 つ目は原審被告である Looscan
弁護士に手形を発行する形で財務担当の職員により違法に支出された 3002.50 ドルを回収
すること、2 つ目は今後の追加的な手形 3002.50 ドル分の発行を差し止めることであった。 
 原審である事実審は原告を支持し、上記支出額の返還および追加的な手形の発行を禁止
したがこれを不服として被告 Looscan が上訴したのが本件である。 


















                                                   
53 Looscan v County of Harris 58 Tex. 511 (1883). 
54 Petitioners’ brief on the merit (Lonestar v IRCOT) in the supreme court of the TEXAS, 






2．Robertson v Breedlove55 
 本件はワシントンカウンティの納税者が、郡庁舎建設のために総額 60,000 ドルの流通債
券を発行すること、および当該目的のための税金の徴収を差し止めることをコミッショナ
ーズコートに求めた納税者訴訟である。原告の訴えでは、1883 年の同カウンティ内の課税
対象となる不動産の査定額は 750 万ドルで、これに対して従価税が 100 ドルにつき 15 セン



























                                                   
55 Robertson v Breedlove, 61 Tex. 316 (1884). 
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56 英米法の擬制信託の法理については、前記 Cooper（1968）の他、擬制信託法理の黎明期
については、George P. Costigan, The Classification of Trusts as Express, Resulting, and 
Constructive, 27 Harvard L. Rev. 437 (1914)、その後の学説の進展については George E. 
Palmer & Richard V. Wellman, Cases and materials on trusts and succession, N.Y. 
Foundation Press (1960)、George G. Bogert, Trusts, 5th edition, West Publishing (1975)
などに詳しい。 





 ところで情報公開法が対象とする機関についてだが、同法 2 条１項では、その対象を国
の機関に限定している。他方、地方公共団体の情報公開について同法は、地方公共団体は、
この法律の趣旨にのっとり、その保有する情報の公開に関し必要な施策を策定し、及びこ





 ここでいう情報公開条例について、総務省の調べでは（2010 年 4 月 1 日現在）61、都道
府県は 100％、市区町村も 99.8％が情報公開条例を制定していることが明らかとなってお
り、高い制定率が見てとれる。しかしながら問題はその中身ということになろう。 















                                                   
58 宇賀[2000]5 頁。田中は行政作用について、「国・地方公共団体などの行政主体が行政の
目的を実現するために、人民に対する関係において行う一切の活動を総称する」と説明し





60 宇賀克也『新・情報公開法の逐条解説（第 6 版）』有斐閣、2014 年、175 頁。 
61 総務省「地方公共団体における情報公開条例の制定状況」2010 年 4 月、 




















第 5 節 Dillon 学説 
第 1 項 納税者訴訟と衡平法 
 ここでは上記テキサス州 Robertson 判決などにも見られるように、当時全米各州の多く
の判例で引用され、また前述のように Field 判事が連邦最高裁判所で判示した判決でも引用








                                                   
62 松井茂記『情報公開法（第 2 版）』有斐閣、2003 年、409 頁。米丸恒治「情報公開法 37
条～44 条」ジュリ 1156 号、1999 年、75－76 頁も同旨。 
63 宇賀[2000]16 頁。 
64 John F. Dillon, The Law of Municipal Corporations, Vol 2, New-York James Cockcroft 
& Co (1873). 






































えばBank v Supervisors of Broome County, 25 N.Y. 312 (1862)、また連邦最高裁判所にお
いては Dows v City of Chicago, 78 U.S. 108 (1871)、Hannewinkle v Georgetown, 82 U.S. 































                                                   








決として Brodnax v Groom, 64 N.C. 244 (1870)、Jenkins v Andover, 103 Mass. 94 (1869)
などがある。その一方で、現在先例としての有効性が認められる判決で地方自体の行為や
手続きが司法的に調査、再検討された判例として Alexander v Baltimore, 5 Gill 383 
(1847)、Dudley v Frankfort, 51 Ky. 610 (1851)などがみられる。 
69 See supra note 64, §729, at 823. 





































                                                   
71 See supra note 64, §729, at 823. 
72 Id, §730, at 824. 
73 Id, §731, at 829-830. 


























                                                   
75 Id, §733, at 831, Baltimore v Gill, 31 Md. 375, 395 (1869)、左記 Baltimore 判決では
同様の考えに基く先例で納税者の権利を肯定するものとして New London v Brainard, 22 
Conn. 52 (1853)、Shapless v The Mayor of Philadelphia, 21 Pa. 147 (1853)、Doolittle v 
Supervisors, 18 N.Y. 155 (1853)、Roosevelt v Draper, 23 N.Y. 318 (1861)、Mihau v 
Sharp, 27 N.Y. 611 (1863)、Webster v Town of Harwinton, 32 conn. 131 (1864)、Merrill 
v Plainfield, 45 N.H. 126 (1863)などをあげている。 
76 Id, §734, at831-832、例えば自治体職員の不正や共謀に対して衡平法に訴える権利を




利が認められている。同様の権利を認めたものとして Merril v Plainfield, 45 N.H. 126 
(1863)がある。また鉄道の延伸を目的として法的な権限がないにも関わらず調査費を支出
し対応する税金を課税しようとした市長および議会に、当該支出と課税の差止めを求める
































































































第 3 項 救済の順序について 
 Dillon は、衡平法の適用に関連して英国との差異にも言及しながら米国と英国では地方
自治体が持つ権限の性質、権限の濫用の危険性、あるいは即座の救済の必要性の程度など
                                                   
77 Id, §735, pp. 832-833． 






































                                                   








































































第 6 節 その他 
第 1 項 連邦を対象とする納税者訴訟（連邦最高裁判決） 
 連邦政府および機関等を対象とする納税者訴訟は、原告適格の法理について納税者の訴
える権利を制限する形で、1922 年 Fairchild v Hughes80で最初にみることができる81。 













                                                   
80 Fairchild v Hughes, 258 U.S. 126 (1922). 
81 Anne Abramowitz, A Remedy for Every Right : What Federal Courts Can Learn from 
California’s Taxpayer Standing , 98 California L. Rev. 1595, at 1598 (2010).   
82 Frothingham v Mellon, 262 U.S. 447 (1923).  
83 See Supra note 81, at 1598． 
84 基本的にこの考えを踏襲し発展させたものとして Ex parte Albert Levitt, 302 U.S. 633 
(1937)がある。本件も原告適格を否認した事件であるが判決では原告が「直接の損害」
（direct injury）を被っていないことをその否認の理由としている。また Doremus v Board 











 上記 Flast 原則を継続し一部追加したものとして United States v Richardson87、および
Schlesinger v Reservists Committee88などが見られる。 





同様に Schlesinger 判決でも原告の損害が一般的（common to the public）なものであった
として原告適格を否認している。 
さらにその後の Valley Forge Chritian College v Americans United for Separations of 
Church and Stat89 、および Bowen v Kendrick90では原告適格について国教樹立禁止条項
                                                                                                                                                     
（indirect）」と述べるとともに「その被った直接的な損害」を示す必要があるとして原告
適格を否認している。ここでいう実際の損害（injury in fact）とは経済的損害（economic 
harm）を意味するとされている（Davis K. Culp, Standing : Taxpayers and Others, 35 




ない者たちにとって不十分だとする意見がある（Louis L. Jaffe, Comment : Standing 
Again, 84 Harvard L. Rev. 633, 633-638 (1971)）。 
85 Flast v Cohen, 392 U.S. 83 (1968). Flast v Cohen 判決を詳細に解説するものとして 
Kenneth Culp Davis, Standing : Taxpayers and Others, 35 Chicago L.Rev. 601, 601-636 
(1968)、Boris I. Bittker, The Case of the Fictitious Taxpayer : The Federal Taxpayer ’s 
Suit Twenty Years after Flast v Cohen, 36 Chicago L. Rev. 364, 364-374 (1969)、Richard 
M. Elias, Confusion in the Realm of Taxpayer Standing : The State of State Taxpayer 
Standing in the Eighth Circuit, 66 Missouri L. Rev.1, 1-18 (2001)などがある。また 
86 この2点において前掲Frothingham事件では判決内容に明確な違いがあるが、本判決は
Frothingham 判決を否定するものではないとしている。一方本件では Harlan 判事の反対
意見も述べられている。同判事は上記 2 要件と納税者が十分に不利益であったことの間に
関係性が見られないとして原告適格を否定している。 
87 United States v Richardson, 418 U.S. 208 (1974). 
88 Schlesinger v Reservists Committee, 418 U.S. 208 (1974). 
89 Valley Forge Chritian College v Americans United for Separations of Church and 





  その後の Hein v Freedom from Religion Found91では、Flast 原則が存続すべきかどうか












第 2 項 州を対象とする納税者訴訟（ニューヨーク州の制定法） 
 ここでは米国各州内における地方自治体（例えばシティ、タウン、ヴィレッジなど）の
職員等に対する納税者訴訟ではなく「州の職員等」に対する当該訴訟の可能性について若
                                                                                                                                                     
る。   
90 Bowen v Kendrick, 487 U.S. 589 (1988). 本件は Flast 原則の要件に合致し原告適格が
容認されているが原告が主張する Adolescent Family Life Actが国教樹立禁止条項に違反
し憲法違反であるとする原告納税者の訴えを認めた原審判決について連邦最高裁は原審判
決を取り消し審議のやり直しを命じている。 








92 See supra note 81, at 1595. 同様の意見として David Neubauer & Stephen Meinhold, 
Judicial Process : Law, Courts, and Politics in the United States 6th edition, ,Wadsworth,  
421-422 (2012)がある。また Maryは「連邦裁判所では、通常、納税者は原告適格を満た
さない上、支出を減らさせるための司法判断適合性の要件にも合致しない」としている
（Mary Jane Morrison , The Minnesota State Constitution: A Reference Guide, 
Greenwood Press, at 17 (2002). Laurence H. Winer and Nina J. Crimm, God, Schools, 
and Government Funding: First Amendment Conundrums, Ashgate, 230-231(2015)も同
旨。また連邦納税者訴訟と州納税者訴訟を全体として比較するものとして Joshua 
G.Urquhart, Disfavored Constitution, Passive Virtues? Linking State Constitutional 





例えばニューヨーク州では、1975 年州財政法（State Finance Law）の追加規定として
同法 123 条に州の職員（state officer）あるいは被用者（employee）に対する訴訟を認める























                                                   








なっている。この議論については、Seth Goldstein, Resident Taxpayers : Internal 
Consistency, Due Process, and State Income Taxation, 91 Columbia L.Rev, 119, 119-125 
(1991)が参考になる（政府サービス提供義務の連邦政府から州への移行については、川瀬憲























第 3 項 小括 
地方自治体に対して財産税を納税する者による訴訟の提起は、連邦レベルでの最初の判














































第 7 節 地方自治体の会計および監査について（米国） 
第 1 項 会計基準の概要について 
1．会計基準設定主体 
 現在米国における州や地方自治体についてはその多くが政府会計基準審議会
（Governmental Accounting Standard Board：以下 GASB）96の公表する会計基準に準拠
している。GASB は 1984 年に財務会計財団（Financial Accounting Foundation：以下 FAF）
97と、州および地方自治体公務員組織 10 機関の合意により設立され、現在は FAF の一部門
                                                   
96 http://www.gasb.org/（2015 年 9 月 30 日アクセス）。 


































 GASB は、1987 年 5 月の会計基準 1 号「財務報告の目的」98を皮切りに 2013 年 11 月に
                                                   
98 See supra note at 96. Concepts Statement No.1 of the Governmental Accounting 






公表した年金に関する会計基準 71 号までを公表している。本節では GASB が公表する会計
基準について、納税者の理解を深め財務情報等の発行体との情報の非対称性をいかに減ず
るかという観点で我が国制度への示唆に富むと考えられる基準の一部を以下で検討する。 
 上記のように会計基準 1 号は「財務報告の目的」を定めており、同号 1 項では本基準は
全国政府会計協議会（NCGA）99が 1982 年に公表した会計基準に取って替わるものである
ことを最初に示している。 






















                                                   
99 公会計委員会研究報告第 19 号『公会計基準設定スキームの構築に向けて～海外事例の
調査とそれを踏まえた提言～』日本公認会計士協会、2013 年 5 月、57 頁。本報告では米国
における GASB 設立（1984 年）以前の会計基準策定の状況を説明している。これによる
と全米全国都市会計委員会（NCMA：National Committee on Municipal Accounting 1934
～41 年）、全米政府会計委員会（NCGA:National Committee on Governmental 
Accounting 1948～74 年）及び全米政府会計評議会（新 NCGA: National Council on 
Governmental Accounting、1974～84 年）がその役割を担っていたとしている。
http://www.hp.jicpa.or.jp/specialized_field/files/2-14-19-2a-20130614.pdf（2015 年 9 月 30
日アクセス）。 





















 同号 30 項「財務報告の利用者」では「本審議会は州および地方政府の財務報告の主要な
利用者には 3 つのグループがあると考えている。それらは（a）政府が主に説明する対象と
する者たち（市民）、（b）直接的に市民に表明する者たち（議会および監視機関）、（c）自
                                                   
101 Id at 25. 「説明責任」という用語の最も適切な理解は「受託責任（stewardship）」で
あり特に近年業績監査の文脈の中で進展してきたとしている。合わせて GASB では
Fredrick C. Mosher , The Quest for Accountability in American Government, Westview 












102 See supra note 96, “Concepts Statement No.1” pp.6-7. 
103 ここで言及する「公共の福祉」の促進は第 2 章でも扱った我が国における地方公共団体
の一義的な目的とされる「公共の福祉の実現」とも合致する見解である。 
























                                                   
105 Id, “Concepts Statement No.1” at 10. 
106 Id, “Concepts Statement No.1” at 11. 
107 Id, “Concepts Statement No.1” at 17. 
108 これら質的な特性は完全に同じではないものの米国の私企業が準拠する FASB が策定
する概念フレームワークと極めて近い概念である。 





治体によって使用される GAAP を策定している。GASB 基準以外の基準で財務諸表を作成
する自治体の正確な数を示す包括的調査はないものの、概して規模の大きい政府は小さい
政府よりも GASB 基準を採用する傾向にありそうである。2011 年の GASB の調査では規
模の大きい350の政府の発行する様々な年次財務報告の94％がGASB基準によって作成さ
れていた。対照的に193の比較的規模の小さい政府では年次財務報告の 81％がGASB基準
で作成されていた。2010 年 12 月時点で、38 州は自らの行政区画のいくつかあるいはすべ
てに対して（カウンティ、シティ、学校区を含む）、GASB 基準に従った財務報告の作成
を強制している」と説明しておりソフトローではあるがその規範性に言及している。U.S. 






ある。この点においても GASB の会計基準には規範性があると考えることができる。 
 
第 2 項 監査の概要について 
















いては同憲章 1 章§4 で 4 年と定めている）。また給料については一年当たり 18 万 5000
                                                                                                                                                     
(July 2012)。http://www.sec.gov/news/studies/2012/munireport073112.pdf（2015 年 9 月
30 日アクセス）。地方自治体が発行する債券の格付についてその重要性や信頼性等につい
て議論がある（Stephen B. Packer, Municipal Bond Rating, 24 Financial Analysts 
Journal.93, 93-97 (1968)）。地方自治体の債権売出しのコストは同規模の民間会社の株式
売出しのコストに比較して高いが、その理由の一つとしてあげられるのが透明性の欠如で
あるとの意見がある（Lawrence E. Harris and Michael S. Piwowar, Secondary Trading 
Costs in the Municipal Bond Market, 61 The Journal of Finance 1361, at 1362 
( 2006)）。 
110 監査人は様々な肩書で呼ばれることがあるがGAGASに準拠して職務を遂行する者はす
べて GAGAS の下での「監査人」であるとの理解が示されている（後述する）。 
111 前掲 SEC レポートでは会計基準への言及はあるが統一的な監査基準への言及はない。
統一的な監査基準がない場合は自治体個々においてその準拠する監査基準を定めることに
なるが実際にはその権威も含めて米国会計検査院（United States Government 
Accountability Office：以下：GAO）の策定する監査基準（Government Auditing 
Standards：often referred to as the “Yellow Book” of Generally Accepted Government 






























 § 94「議員選出検査官115およびその他任命者」では「検査官は正副（第 1・第 2）の議員
                                                   
112 検査官に支払う salary（給料）としており成果に対する報酬（compensation）として
いない点からも検査官はニューヨーク市の内部監査機関であると理解できる。 
113 GAGASを策定するGAOは1921年、米国会計予算法（U.S. Accounting and Budgeting 




































質的に GAGAS に準拠していたかどうかが対象となっている。 
 
2．サンフランシスコ市・郡の検査官 
 サンフランシスコ市・郡の検査官の役割については 1996 年憲章 3 条 3 項 105．にて「検
査官；市サービス監査人」で以下のように定めている。検査官は監理委員会（Board of 
                                                   
116 “GAGAS Peer Review New York City Comptroller’s Office Audit Bureau, For the 
Period Ended June 30”, G. Shemo Consulting, Inc. (Nov 2013). 
http://comptroller.nyc.gov/wp-content/uploads/documents/NYCCO13.pdf（2015 年 9 月
30 日アクセス）。 
































見を表明することである」とする 2 重責任の原則が明記されている。 
 また「我々は米国で一般に公正妥当と認められる監査基準に準拠して監査を行った。財
務諸表監査に提供される監査基準には GAGAS を含んでいる」118としており GAGAS のみ
に準拠して監査を実施しているとはしていないものの当該基準への準拠を明示している。 
 このように自治体内の監査組織等は自治権の範囲であり差異はあるもののニューヨーク
                                                   





























 以下各基準の詳細は割愛するが、同 1.03 は「政府監査は規制当局、監視機関、ガバナン
スに責任がある者、および一般全体に説明責任を果たす際に欠くことはできない。…」、同




                                                   
119 現在発効している GAGAS は 20011 年 12 月に改訂されたものとなる。
http://www.gao.gov/assets/590/587281.pdf（2015 年 9 月 30 日アクセス）。 
120 「監査人」という用語について同基準 1.07a は「GAGASを通して使用される用
語”auditor”はその肩書（job title）に関わらず GAGAS に準拠して職務を遂行する個人を指
している。そのため auditor, analyst, practitioner, evaluator, inspector, その他同様の肩




















































責任を果たす上での GAGAS の必要性を示したものと考えることができる。 
 すなわち本論文で監査手続に関わる実施基準等の具体的内容に踏み込むことはしないが、

































































第 5 章 株式会社の監査役監査及び株主代表訴訟等 
























                                                   
1 自治法抜本改正の考え方[2011]19 頁。 




































                                                                                                                                                     
律が達成しようとする目的は決してかけ離れていないと理解できる。 
4 株主代表訴訟を分析することには以下のような意義がある。最 1 小判昭和 53・3・30 民







































                                                                                                                                                     
第 4 章 Frothingham 判決（連邦最高裁にて最初に原告適格の法理を明確に述べたもの）で
は、衡平法の観点から連邦レベルでの納税者の原告適格を検討しているが、そこでは地方
自治体と納税者の関係について言及するとともにこの関係は株主と会社の関係と類似性















5 江頭憲治郎『株式会社法（第 6 版）』有斐閣、2015 年、26 頁。 





















                                                   
7 塩野宏『行政法Ⅲ・行政組織法（第 4 版）』有斐閣、2012 年、142 頁。 























































Ⅱ 機関・計算・新株発行』有斐閣、1984 年、143－144 頁）。情報開示に対するこの考
えはそのまま地方公共団体の情報公開に適用すべき概念といえる。 





























第 3 節 株式会社の監査役 




意をもって委任事務を処理する義務、いわゆる善管注意義務を負う（民法 644 条）。 
監査役の権限について、監査役は取締役（会計参与設置会社にあっては、取締役及び会
計参与）の職務の執行を監査する。この場合において監査役は、法務省令で定めるところ





ている（監査役監査基準 23 条 2 項、以下、本章においては、監査基準）13。 
                                                   
13 日本監査役協会の策定する監査基準はソフトローまたは会社法の解釈の（有力な）1 つ
としての意義を有するものではあるが、監査役の監視義務あるいは注意義務の判断の拠り

























                                                                                                                                                     
では、監査役は任務懈怠に基づく損害賠償責任を負うとされたが、判決では、同監査基準










阪高判平成 27・5・21 金商 1469 号 16 頁）。なお監査役監査規程の裁判における意義につ
いて若干検討したものとして松井秀樹「セイクレスト監査役責任追及事件判決」金融・商






















なければならない（会社法 435 条 1 項）、また同じく法務省令で定めるところにより、各事
業年度に係る計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書を作成しなければならない












                                                   
15 森本滋（編）『取締役会の法と実務』商事法務、2015 年、79 頁参照。 
16 会計監査について可児島は、「監査役の会計監査権は、要するに帳簿記録と財産在高と
の関係から、明確に企業財産の保全を確保することが、何よりも第 1 義的使命である。現









なければならない（監査基準 32 条 1 項）、監査役は会計監査の適正性及び信頼性を確保す
るため、会計監査人が公正不偏の態度及び独立の立場を保持し、職業的専門家として適切















行及び包括外部監査対象団体の経営に係る事業の管理のうち、自治法 2 条 14 項及び 15 項
の規定の趣旨を達成するため必要と認める特定の事件19について監査する（自治法 252 条の
37）、また個別外部監査契約については、条例で定めている場合には、例えば自治法 75 条 1




































第 2 項 監査役の資格等 
監査役の資格等について、監査役は、株式会社若しくはその子会社の取締役若しくは支
配人その他の使用人又は当該子会社の会計参与（会計参与が法人であるときは、その職務
を行うべき社員）若しくは執行役を兼ねることができない（会社法 335 条 2 項）、監査役会
設置会社においては、監査役は、3 人以上で、そのうち半数以上は社外監査役でなければな














                                                   
20 自治体抜本改正の考え方[2011]19 頁。 
21 会計検査院報告[2010]56 頁。 
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としている（会社法 847 条 1 項）。 
すなわち、ただし書きで規定するように、訴訟を提起した株主は個人の利益ではなくあ
くまで会社全体の利益のための訴えの提起であることが求められている22。 




れ（847 条 6 項）、算出不能な場合として 1 万 3,000 円となる（民事訴訟費用等に関する
法律 4条 2項）ことにも反映されている。現行の左記訴訟費用の規定に関連して、竹内は、


















体に限らず、公法上の団体においても認められている。すなわち地方自治法 242 条の 2 は、
いわゆる民衆訴訟（行訴法 5 条）の 1 つとして住民訴訟について規定している。…このう
                                                                                                                                                     
る。竹内の解説をかりながら同判決を概観するが、原審の名古屋高判昭和 51・10・18（判
時 834 号 27 頁）は、1．住民訴訟は民衆訴訟である、2．4 号請求訴訟の実体的な紛争利益
の帰属主体は実質的には原告を含む全住民である、3．自治体の受ける利益をもって訴額






益である等の理由も示した上で上告を棄却、費用法 4条 2項に準じて訴訟費用は 35万円と
することが相当であると判示している。竹内は同判決を踏まえた上で、「いずれにしても











23 松山地判平成 11・4・28 判タ 1046 号 232 頁。 
24 最高裁は「住民訴訟が自己の法律上の利益にかかわらない当該普通地方公共団体の住民
という資格で特に法によつて出訴することが認められている民衆訴訟の一種である」と判





















847 条 1 項の訴えの提起の請求（取締役の責任を追及する訴えの提起の請求に限る）を受け
る場合には監査役が監査役設置会社を代表すると定めている（会社法 386 条 2 項 1 号）。 
 訴えの対象は取締役に限定されることになるが、取締役の対会社責任を追及する場合に
は監査役が会社を代表することが求められている。 
次に株式会社が同 847 条 1 項の規定による請求の日から 60 日以内27に責任追及等の訴え
を提起しないときは、当該請求をした株主は、株式会社のために、責任追及等の訴えを提
起することができると定めている（847 条 3 項）。 
 
 
                                                   
25 竹内[1990]235－236 頁。 
26 竹内[1990]301 頁。 












株式会社は、前記した会社法 847 条 1 項の規定による請求の日から 60 日以内に責任追及
等の訴えを提起しない場合において、当該請求をした株主等から請求を受けたときは、当
該請求をした者に対し、遅滞なく、責任追及等の訴えを提起しない理由を書面その他の法
務省令で定める方法により通知しなければならないとしている（同条 4 項）。 
 ここで注目すべきは、住民監査請求における請求棄却に相当するものと理解できる株主








審議のうえ、提訴の当否について判断しなければならない（監査基準 54 条 1 項）、前項の
提訴の当否判断に当たって、監査役は被提訴取締役のほか関係部署から状況の報告を求め、
又は意見を徴するとともに、関係資料を収集し外部専門家から意見を徴するなど、必要な
調査を適時に実施する（同条 2 項）、監査役は第 1 項の判断結果について、取締役会及び被























 不提訴理由書について会社法施行規則 218 条は「訴えを提起しない理由の通知方法」を



























                                                   
28 相澤哲編『一問一答新・会社法』商事法務、2005 年、261 頁。 
29 高橋均『株主代表訴訟の理論と制度改正の課題』同文舘出版、2008 年、88-89 頁。 ま
た仮に原告株主が勝訴しても監査役が合理的な情報を収集し誠実に判断した上で提訴しな
いと判断したのならば監査役の任務懈怠は問われないとする見解がある（伊藤靖史「代表




















第 4 節 監査役の損害賠償責任および裁判例研究 
 役員等の株式会社に対する損害賠償責任の規定によると、監査役はその任務を怠ったと
きは、株式会社に対し、これによって生じた損害を賠償する責任を負うことが定められて
いる（会社法 423 条 1 項）。 
また役員等の第三者に対する損害賠償責任について、役員等がその職務を行うについて
悪意又は重大な過失があったときは、当該役員等は、これによって第三者に生じた損害を
賠償する責任を負う（同 429 条 1 項）、監査役及び監査委員について監査報告に記載し、又
は記録すべき重要な事項についての虚偽の記載又は記録がされた場合も同様とすることが









                                                                                                                                                     
江頭憲治郎「新会社法による不提訴理由書制度の導入」監査 501 号、2005 年、3 頁。大川
博通「不提訴理由の通知制度は、取締役の職務執行に対する監査責任と説明責任を法律的












 第 1 審の新潟地裁の判決では被告である代表取締役、および取締役 Y1 と Y2、および監
査役 Y3 の責任を認めそれぞれに損害賠償責任を命じている。地裁判決は「代表取締役は取
締役会も招集せず、株主総会も開催せず、計算書類も作成せず、独断的に業務を運営し会






 上記判決について被告 Y1、Y2、Y3 が控訴し原判決の取消しを求めたのが本件である。
東京高裁は取締役の損害賠償責任は原審どおり認め控訴を棄却したが、一方で被告監査人
Y3 については原判決を取消し損害賠償責任を認めなかった。 









 高裁判決でも明示しているとおり、上記地裁判決と同様に Y3 が監査をしなかった事実を
認定している。しかしながら高裁は被控訴人が被った損害との関係を認定できないとして
損害賠償責任は認めなかった33。 
                                                   
31 東京高判昭和 46・4・30 下民 22 巻 3・4 号 545 頁 。 
32 新潟地長岡支判昭和 44・11・7 民集 27 巻 5 号 660 頁。 







 本件は、甲事件（第 1 次訴訟）と乙事件（第 2 次訴訟）からなっている。甲事件は、大



















4000 万ドル及び弁護士報酬の合計 3 億 5000 万ドルを同行に賠償するように求めた事案で
ある。 
 本件争点は 4 つあるが、その中に被告 Y1 らに内部統制システムの構築に関し任務懈怠行
為の有無があるが（甲事件及び乙事件のうち行員の米国法令違反行為の代位責任を問われ






                                                                                                                                                     
いる（最 3 小判昭和 48・5・22 民集 27 巻 5 号 655 頁）。 




























 また、海外拠点への往査については、全拠点を米州、欧州、アジアの 3 地区に分け各 3
年に 1 回を目途に実施していた。監査期間は通常 1 店当たり半日ないし 2 日であり、主と
して支店長、副支店長等の拠点幹部との面談を通じて、業務推進状況、リスク管理状況、
内部管理状況、資産管理状況等を監査していた。ニューヨーク支店に対する監査役の往査
は昭和 59 年から平成 7 年までの間に 4 回実施され、そのうち、平成 5 年 8 月 31 日から同
年 9 月 13 日までの間は、監査役 Y3 が米州地区の海外拠点 8 ヵ所の往査の一環として実施
した。 









方法の不備を発見し得たにもかかわらず、これを発見しなかったのは平成 5 年 9 月のこと













ができないこと（商法特例法 18 条の 2 第 2 項）を考慮すると、社外監査役は、たとえ非常
勤であったとしても、常に、取締役からの報告、監査役会における報告などに基づいて受
動的に監査するだけで足りるものとは言えず、常勤監査役監査が不十分である場合には、











 本件は、昭和観光株式会社の従業員であった X1 らが、同社の取締役ないし監査役であっ
た Y1 らに対し Y1 らが悪意又は重過失により、取締役ないし監査役の任務を懈怠して、同
社をして、X1 らに時間外労働等の割増賃金を支払わせなかったことによって、同割増賃金
相当額の損害を被った旨主張して、平成 17 年法律 87 号による改正前の商法 266 条ノ 3 に
                                                   
35 大阪地判平成 21・1・15 労判 979 号 16 頁。 
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基づき36、連帯して、各自の損害金及びこれに対する平成 16 年 4 月 1 日（原告らが退職し
た後であり、かつ、同年 3 月分の給与の弁済期である同月 31 日の翌日）から支払済みまで
年 14.6％の割合（賃金の支払の確保等に関する法律第 6 条、同法施行令）37による金員を連
帯して支払うよう求めた事案である。 
 ここで、事実として、監査役 Y1 は、平成 16 年 3 月 20 日に昭和観光の監査役に就任し、
平成 17 年 8 月 31 日に辞任した。X1 らは、平成 16 年 5 月 31 日、昭和観光を被告として
訴訟（別件訴訟）を提起しているが、別件訴訟判決は原告らが昭和観光に対して平成 14 年
3 月支給分から平成 16 年 3 月支給分までの割増賃金の支払いを求めた事案であるが、これ
について別件大阪地裁は平成 18 年 10 月 6 日、X1 らの訴えを認め昭和観光に対する支払い
を命じている（判決確定）。一方で当該判決にも関わらず、昭和観光は X1 らに対して別件
判決で支払いを命じられた支払いを行っていなかった。 
 上記事実もある中、本件訴訟で X1 らは監査役 Y1 を含む被告の主張に理由がないとして
以下のような主張を行った。 
 特に Y1が主張する役員として就任していた期間に関連して「Y1らは、Y1 らのうち、Y2、
Y3 及び Y1 が昭和観光の取締役ないし監査役に就任したのは、本件対象期間（本件におけ
る割増賃金未払の期間）の末期である平成 16年 3月のことであり、上記被告 3名について、
本件対象期間中の任務懈怠を理由に損害賠償責任が問題になることはない旨主張する。し
かし、X1 らは、平成 16 年 2 月 27 日、昭和観光代表取締役 Y4 宛てに、それぞれ時間外手
当の請求を行い、同通知は、Y1 らに配達され、X1 らが時間外労働の割増賃金の請求を行
ったことは、昭和観光内で話題になっていた。このように、Y2、Y3 及び Y1 が昭和観光の
取締役ないし監査役に就任したのは、まさに X1 らの時間外手当の請求の通知書が昭和観光
                                                   
36 改正前商法 266 条ノ 3 は「取締役ガ其ノ職務ヲ行フニ付悪意又ハ重大ナル過失アリタル
トキハ其ノ取締役ハ第三者ニ対シテモ亦連帯シテ損害賠償ノ責ニ任ズ」としており本規定
自体はあくまで「取締役」についての責任規定であるが、同法 280 条は、同法 266 条の 3
第 1 項については「監査役ニ之ヲ準用ス」と定めており、監査役についても取締役と同様
に「悪意」または「重過失」があった場合の損害賠償責任を規定していた。 

















対し、昭和観光からは何らの返答もなかったため、X1 は、やむなく、平成 16 年 5 月 31 日、





 代表取締役 Y4 を除いた取締役 Y2、Y3、及び監査役 Y1 の責任についての裁判所の判断
は以下の通りである。「被告らは、「被告らのうち、Y2、Y3 及び Y1 が昭和観光の取締役な
いし監査役に就任したのは、本件対象期間の末期である平成 16 年 3 月のことであり、上記






光をして X1 らに上記未払いの割増賃金を支払わせなかった場合には、Y4 以外の被告らは















                                                   


















































平成 17 年法律第 87 号による改正前の商法 267 条 1 項、280 条に基づきダスキンへの損害
賠償を請求した株主代表訴訟である。 
 原審40はミスタードーナツ加盟店に対する営業補償及び信頼回復のためのキャンペーン
関連費用等の出捐を余儀なくされており、この損害のうち 5 億 2955 万円及び遅延損害金の
支払いを専務取締役であった Y2 に命じたが、代表取締役 Y1 および監査役 Y3 を含むそれ




 裁判では大きく 9 つの争点が掲げられたが、その中でも本論文に関わる監査主体の責任
問題の観点から以下の 2 つの論点について検討を加える。 
 争点（1）Y3 に対する訴えの適法性について。 





ア．X は、ダスキン（監査役 A、同 B、同 C 及び同 D）に対し、平成 15 年 1 月 14 日に
到達した書面で、Y1 ら（Y3 を含む）の責任を追及する訴えを提起するよう請求し
たが、ダスキンは上記請求の日から 60 日を経過しても訴えを提起しなかった。 
イ．X は、ダスキン（監査役 A、同 B、同 C 及び同 D）に対し、平成 15 年 2 月 17 日に
到達した書面で、追加 3 人（1 審被告）の責任を追及する訴えを提起するよう請求し
たが、上記ア．と同様にダスキンは請求の日から 60 日を経過しても訴えを提起しな
かった。 
ウ．X は、平成 15 年 4 月 4 日、前記ア．の請求にかかる訴えを提起した（大阪地裁平成
15 年（ウ）第 3262 号）。 
エ．X は、ダスキン（1 審被告である代表取締役）に対し、平成 15 年 5 月 15 日に到達
した書面で、Y3 の責任を追及する訴えを提起するよう請求したが、上記のア．及び
                                                   
39 大阪高判平成 18・6・9 判タ 1214 号 115 頁。 
40 大阪地判平成 16・12・22 金判 1214 号 26 頁。 
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イ．と同様にダスキンは請求の日から 60 日を経過しても訴えを提起しなかった。 
 
 上記の経過について、X は Y3 に対する訴えは適法であるとして争ったが、被告である
Y3 は以下のように主張し X の主張は却下を免れないとしている。Y3 の主張では「平成 15
年 1 月 14 日に到達した書面による提訴請求は、監査役についての提訴請求を受領する代表
権のない監査役に対するものであり、同年 5 月 15 日に到達した書面による提訴請求は、X
が Y3 に対して本件訴訟を提起した後の提訴請求であるから、ダスキンに対して真に訴えを
提起する機会を与えたことにはならず、提訴請求としての効力は認められない。なお、X の


















平成 15 年 1 月 14 日に到達した書面による提訴請求は、監査役についての提訴請求を受領
する代表権のない監査役に対してなされたものであり、同年 5 月 15 日に到達した書面によ
る提訴請求は、本件訴訟を提起した後の提訴請求であるから、いずれもダスキンに対して
                                                   











ものであるから、Y3 に対する訴えは却下を免れない旨主張する。しかし、平成 17 年法律





















































 地方公共団体の監査主体の責任問題を考える上において、上記 2 つの争点に対応した判









任（上）」監査 523 号、2007 年、17 頁）、また本件販売を認識した後の対応についてその
対応には不適切さがあったとし、「会社法の下では、監査役監査基準の環境整備の方向性
や内部統制システムの構築・運用にかかる監査役の関与が明記されているだけに（会社法
362 条 4 項 6 号、施行規則 100 条 3 項 4 号・105 条 2 項参照）、本件判旨で示されたとこ
ろより高水準の体制の構築に留意しなければ、監査役としての任務懈怠責任を問われるお
それも出てこよう」との指摘がある（中村信男「判解：内部統制システムの構築・運用に










































                                                   
43 落合誠一監修『業界別・場面別役員が知っておきたい法的責任‐役員責任追及訴訟に学
ぶ現場対応策‐』経済法令研究会、2014 年、221－222 頁。 







されこれによって損害を被った等と主張して、代表取締役 Y1 らに対して平成 17 年法律第





意又は重過失につき任務懈怠（商法 266 条の 3 第 1 項、同 280 条）があったのかどうかが
あげられている。大阪地裁は、破産会社の破産手続開始決定時点で監査役であった Y2、Y3、
Y4 および Y5（破産会社の代表取締役である被告 Y1 の実子）についてその責任を認める判
決を下している。 
 地裁判決によると被告 Y2 から Y5 らは、平成 7 年 6 月から平成 14 年 6 月にかけて、い
ずれも破産会社の監査役に就任し、破産会社につき破産手続が開始された平成 18 年 10 月















 さらに本件特有の事情ということになろうが、Y5 については Y1 の実子であるというこ
とも考え合わせると、上記問題点の改善を図るよう具申はしやすいものと考えられるため、
他の監査役よりも職務上の任務を果たすことが期待されていたと説示している。 





































                                                   
45 ここで扱っている監査役のケースとは異なるが、社外重役として「名目的」に就任した
取締役についても旧商法 266 条ノ 3 第 1 項所定の第三者に対する損害賠償責任が認められ








本件の事実は以下のようなものであった。大阪地裁破産部が、平成 23 年 5 月 2 日、株式
会社セイクレスト社（破産会社）に対する破産手続開始決定をし破産管財人として弁護士 X
を選任したところ、X は平成 23 年 10 月 12 日、破産会社の監査役であった Y を相手方とし
て大阪地方裁判所に対し、Y に対する損害賠償請求額 8000 万円と査定するよう求める役員
責任査定を申し立てた。地裁は、平成 24 年 5 月 28 日、Y には善管注意義務違反があるも
のの、同違反につき悪意重過失があったとは認められないとして、Y と破産会社との間の責
任限定契約に基づき、Y に対する損害賠償責任請求権の額を 648 万円と査定する旨の決定
をした。 
 本件は上記事実に基づき、第 1 事件は Y が上記査定決定を不服とし、Y には善管注意義
務違反がないから損害賠償債務は負わないなどと主張して、異議の訴えを提起した事案で
あり、第 2 事件は X が Y には善管注意義務違反につき重過失があり、上記責任限定契約の
適用はないなどと主張して、同決定の変更を求めて異議の訴えを第 1 事件の反訴として提
起したものである（第 3 事件は考察の対象外とする）。 








破産会社は、平成 3 年 3 月に設立されて以降、順調に業績を伸ばし、平成 16 年 12 月に
ジャスダック上場を果たす。ところが平成 19 年に発生したサブプライムローン問題の影響
を受け、同社は平成 20 年 3 月期には大幅な赤字となり、その後に募集株式の発行等により
資金調達を繰り返したものの、平成 21年 3月期には約 7億 5000万円の債務超過に陥った。




                                                   




② 株式会社 b 社に対する 3000 万円の貸付 
 このような状況の中、破産会社は平成 21 年 6 月 11 日、株式会社 c 社を割当先とする新
株予約権の第三者割当発行を取締役会で決議し、同年 8 月 14 日に同社から新株予約権の行
使に係る払込金として 3000 万円の振り込みを受けた。有価証券届出書によると同払込金は
同社の不動産取得及び社債の償還に充てられるとされていた。ところが、代表取締役 A は、
Y らが反対する中、平成 21 年 8 月 17 日開催の臨時取締役会において、b 社に対して 3000
万円の貸付を行う旨を提案し、他取締役の賛成を得て承認可決し同貸付を実行した。 
 
③ 株式会社 b 社とのその後の状況 
 A は平成 21 年 8 月 28 日開催の取締役会において、b 社との間で LED 照明販売事業に関
する業務提携契約を締結し、同社に対して契約金として 1000 万円を、保証金として 5000
万円を支払う旨を提案したが、同社取締役らから異議等があったこともあり同提案に係る
決議は行われなかった。ところが A は平成 21 年 8 月 31 日、c 社から新株予約権の行使に
かかる払込金として同日付けで振込まれた 3000 万円を原資として、取締役会の承認を得な
いまま、独断で b 社に対し上記 LED 照明販売事業に関する業務提携契約の内入金として
2000 万円を支払った。 
そして A は、Y が反対する中、同年 9 月 2 日開催の臨時取締役会において他取締役らの
賛成を得て上記 2000 万円の支払いを追認する決議を行うとともに、b 社との間で上記 LED
業務提携契約金として 1000 万円、保証金として 1000 万円をそれぞれ支払う旨の覚書を締
結した。 
 
④ 現物出資財産の価額が著しく不足する現物出資の実行  
 A は平成 22 年 3 月 31 日までに、合同会社 d が保有する不動産（山林地）の現物出資等
による募集株式の第三者割当発行の実施を計画した（当該不動産を別荘地として分譲する
等の計画）。しかし当該不動産（山林地）はそのほとんどが未だ造成されていない山林であ
る等開発には問題も多く、甲不動産鑑定士による鑑定評価額は合計 4億 2810万円であった。 
ところが A ら取締役は、本件山林の平成 21 年 12 月当時の所有者の依頼により乙不動産鑑
定士が作成した本件山林を 31 億 4750 万円とする不動産鑑定評価書及び本件山林の固定資
産評価額に基づき、その価格を 20 億円を相当とする丙弁護士作成の証明書に依拠して、平
成 22 年 2 月 16 日開催の臨時取締役会において、本件山林地の評価額を 20 億円とする旨決
定した。そして A は、監査役会及び第三者委員会から反対意見等が提出されていたにもか
かわらず、平成 22 年 2 月 18 日開催の取締役会において、本件現物出資を含む募集株式の






⑤ A による手形の振り出し 
イ．合計 1 億円の約束手形の振り出し 
 A は平成 22 年 8 月 16 日開催の臨時取締役会において、借入先を「未定」、返済期日を平
成 22 年 11 月末日とする合計 1 億円の手形借入れを提案し、Y らの疑義表明にもかかわら
ず、他取締役の賛成を得てその提案を承認可決させ同月 19日に株式会社 eに対し額面 5000
万円の約束手形を振り出し、同年 8 月 27 日、同約束手形を担保として同社より 1000 万円
（利息 400 万円）を借り入れた。同様にその 4 日後の平成 22 年 8 月 23 日、f 株式会社に
対して、額面合計 5000 万円の約束手形を振り出し 1200 万円（利息 400 万円）を借り入れ
た。 
 
ロ．合計 6 億円の約束手形の振出し 




締役らの賛成を得て承認可決され、その翌日である同月 25 日に g 社に対して額面合計 6 億
円の約束手形が振り出された。ところが結局、同社と g 社との共同事業契約が締結される
ことはなく、手形の支払原因である共同事業自体が存在しなかったにもかかわらず、A ら取
締役は Y らに対して何ら報告をしなかった。 
 
ハ．取締役会の承認決議を欠く合計 1 億 1000 万円の約束手形の振出し 
A は取締役会の承認を得ないまま、独断で有限会社 h に対して、平成 22 年 9 月 29 日に
額面合計 5000 万円の約束手形を、同年 10 月 5 日に額面合計 2000 万円の約束手形をそれ
ぞれ振り出した。また A は、同じく取締役会の承認を得ないまま、株式会社 i に対し、同
月 4 日額面合計 4000 万円の約束手形を振り出した。 
 
ニ．手形発行の一時停止決議及びその後の手形発行再開 
 A による上記一連の約束手形の振り出しを受けて、A を除く 3 名の取締役は、平成 22 年
10 月 5 日開催の臨時取締役会において、約束手形の発行再開を取締役会において承認する
までの間、約束手形の発行を一時停止する旨決議した。その際、A が取締役会の承認決議な
く発行した手形の所在について財務担当取締役が把握していないことが判明した。A は、平
成 22 年 10 月 8 日開催の定時取締役会において、監査役の求めに応じ、前記イ～ハの手形
の所在等の詳細について報告することを決定した。ところが A は平成 22 年 10 月 11 日、
監査役に通知することなく無断で臨時取締役会を招集・開催し、株式会社 j に対して額面合




承認可決され、A は同社に対して額面総額 5000 万円の約束手形を振り出した。 
 
ホ．「手形取扱規程」の制定及びその後の A の独断による手形発行 
 平成 22 年 11 月 15 日開催の定時取締役会において、「手形取扱規程」が制定され、金額
の多寡を問わず約束手形の振出しには取締役会決議を要することとされた（施行日は平成
23 年 1 月 1 日）。ところが A らは、上記取締役会の翌日の平成 22 年 11 月 16 日には、取締
役会の承認決議を経ないまま e 社に対して額面総額 1 億 3000 万円、その後も d 社に対して
3000 万円、l 株式会社に対して 2000 万円、株式会社 m に対して 1 億 5000 万円の約束手形
を振り出した。 
 
⑥ A による 8000 万円の交付 
 同社は平成 22 年 9 月 15 日開催の臨時取締役会において、払込期日を同年 12 月 29 日と
する株主割当の募集株式の発行を決議した。そして、平成 22 年 12 月 20 日に開催された定
時取締役会において、本件募集株式の払込金額が約 4 億 2000 万円であることが報告される
とともに、当該払込金のうち、約 3 億円を金融機関等に対する借入金返済、手形担保借入
の返済、未払諸経費の支払い等に充てることとし、残り約 1 億 2000 万円を同社の今後の運
転資金等に充てることが決定された。ところが平成 22 年 12 月 29 日、本件募集株式の払込





 平成 23 年 10 月 12 日、X は Y を含めた破産会社の取締役及び監査役を相手方とする役員
責任査定の申立てを行うとともに、Y が破産会社の監査役として同社に負っていた善管注意
義務に違反してその任務を懈怠したことにより、平成 22 年 12 月 29 日、同社に 8000 万円
の損害を生じさせたとして（前記⑥について）、X が Y に対して有する会社法 423 条 1 項に
基づく損害賠償支払請求権のうち 2000 万円を被保全権利として、破産法 177 条 1 項に基づ
き、本件仮差押命令の申立てを行い、平成 23 年 10 月 18 日、大阪地方裁判所は同仮差押え
の決定をした。 
 ところで上記役員責任査定の申立てにおいて、X は Y には善管注意義務違反による任務
懈怠があると、以下のように主張した。すなわち、Y は、「同社の監査役として、平成 22
年 12 月 7 日（定時取締役会）の時点において、会社法 330 条、民法 644 条に基づき、取











 第 1 事件の争点は、ここで平成 22 年 12 月 29 日の 8000 万円の交付について Y に善管注








それがあることを予見できたといえる。とりわけ、破産会社では、平成 22 年 12 月 29 日に、
本件募集株式の発行による払込金として多額の現金が入金されることになっていたのであ





























は平成 13 年 3 月に破産会社の社外・非常勤監査役に就任し、平成 23 年 3 月 30 日に辞任す
るまでの 10 年間当該破産会社の監査役であった。つまり、Y は会計監査および業務監査に
ついての知識・経験を十分に有していたと推量でき、また監査役が果たすべき役割につい
ても十分に認識していたと考えられる。 
続いて破産会社は平成 3 年 3 月に設立されて以降、順調に業績を伸ばし、平成 16 年 12
月にジャスダック上場を果たしたものの、平成 19 年に発生したサブプライムローン問題の





 そして、繰り返された代表取締役 A の違法行為を原告は明確に問題視していたことは明
らかであり、そのような行為に対して一定の対応をする義務があったと考えられる。 
 ところで破産会社では以下のような規程を含む監査役監査基準が定められていた。同社



































第 5 節 その他法人の監査主体の責任に関する判例 















れる」との意見もある（大塚和成「監査役の任務懈怠責任」銀法 772 号、2014 年、60 頁）。 
48 最 2 小決平成 12・11・10（平成 12 年（受）第 83 号）ウエストロージャパン（文献番
号 2000WLJPCA11106008）。 




















締結等が行われた。このような粉飾決算は平成 7 年まで続けられた。 
ロ．架空の資産計上をする等の粉飾決算を続けたため、決算に計上される総資産額は著
しく増大、平成 2 年度は 74 億 1600 万円、平成 3 年度には 86 億 7300 万円、平成 4 年度に
は 98 億 3500 万円、平成 5 年度には 122 億 8200 万円、平成 6 年度には 133 億 2300 万円
となった。 
ハ．大幅な赤字を埋めるために、市民生協は組合債の発行に頼ることになり、その発行
額は増大した。貸借対照表によれば組合債による負債額は、平成 2 年度 32 億 600 万円、平
成 3 年度 39 億 2300 万円、平成 4 年度 45 億 6100 万円、平成 5 年度 49 億 9100 万円、平


























市民生協に商法 266 条ノ 3 のような規定がないから責任を負うことはない、粉飾決算と X
らの損害等との間に因果関係がない等の主張をするが、これらを採用することができない
ことは、前記（理事の責任）と同様である50」としている。 
 続いて、原審判決は監事 Y10 らが過失により監査を怠ったといえるかどうかを検討して
いるが、第 1 審において Y10 らは「市民生協の利益操作は極めて巧妙にされていた。非営
利団体である市民生協の組合員のうちから選出された非常勤監事には、発見不可能である」




                                                   
50 同判決は、「市民生協が適用を受ける消費生活協同組合法には商法 266 条ノ 3 の適用が
ないから、理事らの責任は市民生協に対する職務上の善管注意義務ではなく、個々の具体




















































                                                   















2．最 2 小判平成 21・11・2752 
 本件は、農業協同組合である X が、その監事であった Y に対し、X の代表理事が資金調
達のめどが立たない状況下で虚偽の事実を述べて堆肥センターの建設事業を進めたことに
つき、Y による監査に忠実義務違反があったなどと主張して農業協同組合法 39 条 2 項（平




・X と代表理事 A とに関連する事項は以下のようなものであった（以下、最高裁判決で示
された事実関係を引用する）。 
イ．X には、役員として理事・監事が置かれており、平成 12 年当時理事の定数は 18 名、
監事の定数は 6 名であった。また理事のうち 1 名は常勤で、通常常勤の理事が代表理事兼
組合長に選任されており、定款上組合の業務を統括するものとされていた。 
ロ．A は平成 12 年 8 月 19 日に X の理事に、同月 29 日に代表理事兼組合長に就任した。 
ハ．A は、平成 13 年 1 月 25 日開催の理事会において、X が公的な補助金の交付を受け
ることにより X 自身の資金的負担のない形で堆肥センターの建設事業を進めることにつき
理事会の承認をえた。A は、同年 8 月 31 日開催の理事会において、「予算面として、造成





した。しかし、A が B 財団に対して補助金の交付申請等をしたことはなく、同財団へ働き
掛けたという A の上記説明は虚偽であった。 
                                                   




ません」と発言していたが、平成 14 年 4 月 26 日開催の理事会において、「補助金が出るま
での立替えとして、堆肥センター用地と代替地の費用について 1500 万円の限度で X が資金
を支出することを承認願いたい。まず 1 棟を造り、見ていただきたい」と提案し、その旨
の理事会の承認を得た。 
ホ．A は、平成 14 年 5 月 10 日以降、X の代表理事として、堆肥センター用地等合計 11
筆の土地を上記理事会において承認された限度を超える金額で購入し、X の資金を支出しな
がら、理事会に対しては、その購入が理事会において承認された限度内でほぼ完了した旨
の虚偽の報告をした上、同年 8 月 8 日開催の理事会で、堆肥センター建設工事の入札の実
施について組合長等への一任を取り付け、入札を実施し、同月 28 日開催の理事会で工事費
用等の報告をして、同工事を実施に移した。 
・Y および X に関連する事項 
イ．Y は、平成 12 年 8 月 19 日、X の監事に就任し、平成 14 年 5 月 18 日まで監事を務
めた後、同日、X の理事となったが、その間、A に対し、B 財団への補助金交付申請の内容、
補助金の受領見込額、その受領時期等に関する質問をしたり、資料の提出を求めたりした
ことはなかった。なお、Y 以外の監事においても同様であった。 
ロ．X は、平成 14 年 11 月 1 日、農水産業協同組合貯金保険法に基づき、岡山県知事か
ら管理人による業務及び財産の管理を命じられ、弁護士、農水産業協同組合貯金保険機構
及び岡山県農業協同組合中央会がその管理人に選任された。Y は、同日、理事を辞任し、A
は同月 6 日管理人らにより理事を解任された。 
 
・堆肥センター建設事業の中止および損害 




A が実施した同用地の測量・造成工事費用、堆肥センターの設計費用等合計 5689 万円 4900






























 そして、同事業の中止に伴って発生した損害 5689 万 4900 円のうち、Y に対して、農業















                                                   





























                                                   






ている（弥永真生「監事の任務懈怠」ジュリ 1394 号、2010 年、44～45 頁）。このほか清
水円香「農業協同組合における監事の任務懈怠責任」民商法雑誌 142 巻 4・5 号、2010 年、
465～471 頁、本多正樹「農協監事の監視義務につき任務懈怠が認められた事例」ジュリ
1443 号、2012 年、102～105 頁。山口利昭「監査役の業務監査上の責任に関する留意点」
旬刊経理情報 1238号、2010年、55～58頁。山田康弘「監査役の任務懈怠責任」監査役 570
号、2010 年、76～93 頁などいずれも判決に賛意を示している。 
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条 2 項 1 号）。あくまでここでの訴えの対象は取締役に限定されることになるが、取締役の
対会社責任を追及する場合には監査役が会社を代表することが求められており、当該請求
の日から 60 日以内に責任追及等の訴えを提起しないときは、当該請求をした株主は、株式


















































第 6 章 監査委員の責任と限定 
































                                                   
1 俵は「そのような財政上の違法不当な行為の予防・矯正を図る権利を直接住民に与えると
ともに、その措置の実効性を裁判所の判決によって確保しようとするにある」と説明して
いる（俵静夫『地方自治法(法律学全集)』有斐閣、1975 年、123 頁）。 
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第 2 節 監査委員の法的責任 
第 1 項 国家賠償法に基づく責任追及 
 国家賠償法（以下、国賠法）は、国又は公共団体の公権力の行使に当る公務員が、その
職務を行うについて、故意又は過失によつて違法に他人に損害を加えたときは、国又は公


































                                                                                                                                                     






て塩野宏『行政法Ⅱ（第 5 版補訂版）』有斐閣、2013 年、308 頁、有倉遼吉『公法における
理念と現実』多摩書店、1959 年、257 頁、伊藤瑩子「国家賠償責任の要件としての、行為
の違法性と行為者の故意・過失および両者の関係について－実体法上および訴訟法上の問
題－」訴月 19 巻 8 号、1973 年、160 頁、雄川一郎『行政法の法理』有斐閣、1986 年、343
頁、下山瑛二『国家賠償法』筑摩書房、1973 年、104 頁がある。また判例として東京高判







が抜けて相手の目にあたり傷害を与えた事案である。第 1 審（神戸地判昭和 53・8・30 判
時 917 号 103 頁）は被告国に民法 715 条の不法行為責任があると判示したが、控訴審（大
阪高判昭和 54・9・21 下民集 30 巻 9～12 号 419 頁）では、税関長の公売行為は公権力の
行使であるとして国賠法1条 1項に基づく国の責任を認定した。上告審（最 1小判昭和 58・




し戻した。差戻後控訴審判決（大阪高判昭和 59・9・28 訴月 31 巻 5 号 1168 頁）では、税






























時 1808 号 59 頁）は、「住民監査請求制度の目的、住民監査請求権の性格に照らせば、監査
委員がその本来の権限を著しく濫用して住民監査請求を却下したような場合にまで、住民
が住民訴訟の提起や再度の住民監査請求を余儀なくされ、それ以外に損害回復の途がない
                                                                                                                                                     
の解決を探るという方法は、現在とられていないのである」としており、公権力の行使に
適用される法律について、その解決を探るための方法として公法と私法を区別する意義は




































第 2 項 監査委員の民事責任 
 自治法に監査委員の責任規定が存在しないことは既述の通りであるが、民事上の責任を
排除する規定がない以上、監査委員が民事上の責任を負う余地があることは明らかである8。   
 俵は「地方公共団体の職員が、地方公共団体に対して財産上の損害を生ぜしめた場合に、
                                                   



















































いる（田中二郎『行政法 1』弘文堂、1952 年、61－62 頁）。 




出は合法とされ第 2 次上告審もこれを支持している（最 2 小判昭和 63・11・25 集民 155
号 159頁）。同じく接待行政に関する長の民事責任が問われたものとして最 3小判平成元・
9・5（集民 157 号 419 頁）があるが同判決は昭和 61 年判決の事案とは異なり市長の損害
賠償責任を認定している。 
11 財務会計職員以外の職員の賠償責任および住民訴訟との関係については、都築弘「地方
公共団体の長の賠償責任と住民訴訟」判時 1113 号、1984 年、3 頁、阿部泰隆「住民訴訟に
おける職員の賠償責任（上）（下）」判タ 561 号 32 頁・判タ 562 号 9 頁（1985 年）、園部
逸夫「住民訴訟（1）」園部逸夫・時岡泰編『裁判実務体系 1 行政争訟法』青林書院、1984
年、281 頁、三好達「住民訴訟の諸問題」『新・実務民事訴訟講座第 9 巻行政訴訟 1』日本







                                                                                                                                                     




















判平成 15・7・29（平成 10（行コ）第 8 号）最高裁 HP）。他方、金沢地判昭和 62・11・


















































                                                   
13 脚注 10 参照。 
14 前掲平成元・9・5 判決の原審は「少なくとも過失がある」との判断を示しているが、主
観的要件を詳しくは検討していない（名古屋高判昭和 61・ 7・17 判時 1227 号 37 頁）。 
15 阿部[1985]562 号 13-14 頁。また植村栄治「住民監査請求・住民訴訟」『現代行政法体系
第 8 巻』有斐閣、1984 年、359 頁以下も同旨。 






17 幾代[1993]18 頁。 

































20 法典調査会議事録速記録 40 巻 145 頁。http://dl.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/1367567（国立
国会図書館、2015 年 9 月 20 日アクセス）。 
21 内田貴『民法Ⅱ（第 2 版）』東京大学出版会、2007 年、334 頁。 
22 四宮[1983]300 頁。 
















第 4 節 過失と注意義務 
 過失概念は、不法行為要件の中で最も重要な概念であり、過失概念によって不法行為の
成立範囲が大きく左右されるといっても過言ではないとされている27。 
                                                                                                                                                     
おり、…」とも述べ過失概念の定式化の必要性を説明している（定式については平井宜雄

































































                                                   
28 幾代[1993]31 頁。我妻栄『事務管理・不当利得・不法行為 新法学全集（復刻版）』日本
評論社、1978 年、103 頁、加藤[1974]64 頁、松坂佐一『民法提要 債権各論（第 4 版）』
有斐閣、1981 年、275 頁なども同旨。 
29 幾代[1993]32 頁。 
30 幾代[1993]32 頁。 


























                                                   
32 幾代[1993]32 頁。 






34 大判大正 5・12・22 民録 22 輯 2474 頁。その後の差戻審（大阪控判大正 8・12・27 新
































第 5 節（善管）注意義務および監査委員の過失行為 
不法行為の主観的な成立要件である過失に関連して、行為者に求められる「注意義務」
                                                   
35 大阪アルカリ事件判決で大審院は「相当の防止設備」としているが、その後の広島市モ








判例として東京スモン訴訟事件（東京地判昭和 53・8・3 判時 899 号 48 頁）、カネミ第 1
次訴訟（福岡地小倉支判昭和 53・3・10 判時 881 号 17 頁）、筋短縮症訴訟（福島地白川
支判昭和 53・8・3 判時 881 号 17 頁）、筋短縮症訴訟（東京地判昭和 60・3・27 判時 1148
号 3 頁）、栗山クロム禍訴訟（札幌地判昭和 61・3・19 判時 1197 号 1 頁）、クロロキン
第 1 次訴訟（東京高判昭和 63・3・11 判時 1271 号 3 頁などがある。 





























                                                   
39 幾代[1993]40 頁。我妻[1978]105 頁、松坂[1981]276 頁、加藤[1974]68 頁なども同旨。










42 幾代[1993]42－43 頁 
























                                                   
44 この判決に対しては事実上無過失責任を課したものであるとの批判があるが、一方でこ
のような批判に対しては、より慎重な問診で梅毒感染のおそれさえ窺えれば確定診断に至
らなくとも採決を中止すべきであるとの反論がされている（星野英一「判批」法協 81 巻 5










師の過失責任」『判例演習・債権法 2（増補版）』有斐閣、1973 年、173 頁、医療と法律を
扱ったものとして、唄孝一『医事法学への歩み』岩波書店、1970 年、松倉豊治『医学と法
律の間』判例タイムズ社、1980 年、野田寛『医事法 中巻』青林書院、1987 年、稲垣喬『医
事訴訟と医師の責任』有斐閣、1981 年など関連する文献は多い。 
46 幾代[1993]47 頁。 
47 平井[1992]59 頁。 
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48 総務省に設置された「地方公共団体の監査制度に関する研究会」（2012 年 9 月）はその


























第 7 節 監査委員の違法性の認定（判例分析の再検討） 














































                                                   


















































































『地方自治法・自治体法学全集 7』学陽書房、1989 年、134 頁）。 
51 最 2 小決平成 12・11・10（平成 12 年（受）第 83 号）ウエストロージャパン（文献番
号 2000WLJPCA11106008）。 
52 札幌高判平成 11・10・29（平成 10 年（ネ）第 291 号）ウエストロージャパン（文献番
号 1999WLJPCA10296013）。前掲最 2 小決平成 12・11・10 により上告不受理。 
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いる（我妻・有泉・川井[2005]436 頁）。この理解に対応する司法判断としては最 3 小判昭
和 57・3・30 判時 1039 号 66 頁、最 3 小判昭和 57・7・20 判時 1053 号 96 頁、また比較





































































る。例えば、約 7 兆円近く（2015 年度）の予算規模を持つ東京都の監査委員は 5 名、監査
委員の補助機関として監査事務局が設置されており職員数は 91 名である（2010 年度公表
数字）56。日本を代表する大企業の売上高にも匹敵する予算規模を持つ東京都について、そ
                                                   
54 最 2 小判平成 21・11・27 集民 232 号 393 頁。 













































公共団体における内部統制制度の導入に関する報告書」2014 年 2 月、18 頁）。































 まず、住民監査請求を規定する自治法 242 条 1 項にいう「当該普通地方公共団体の…委




                                                   
58 組織及び運営の合理化に資するための意見は必ずしも監査対象に限られるものではなく、
監査対象の範囲外にある事項についても提出しうる（昭和 27・10・6 行政実例、自行行発


























ならない」（自治法 242 条の 3 第 1 項）、「当該判決が確定した日から 60 日以内に当該請求
に係る損害賠償金又は不当利得による返還金が支払われないときは、当該普通地方公共団
体は、当該損害賠償又は不当利得返還の請求を目的とする訴訟を提起しなければならない」



































                                                   
60 俵[1975]2－7 頁。同じく地方自治は「住民自治」を意味すると解するものに岸昌「地方





法（第 4 版）』岩波書店、2007 年、350 頁）。また佐藤は憲法について「93 条は住民自治
の原則を具体化したものであり、94 条は団体自治の原則を具体化したものである」と述べ
ている（佐藤功『新版憲法（下）』有斐閣、1984 年、1195 頁、園部・田中舘[1982]23－24
頁も同旨）。一方、日本国憲法第 8 章地方自治に置かれたわずか 4 ヵ条の規定で上記 2 つ
の要素を含む地方自治の概念を直接明確に示しているとは言い難いとする意見もある（有





























                                                                                                                                                     
を防止矯正し、もって会共の利益の擁護に違算なからしめるため、特に、法律によって認
められた制度である」とし信託概念と類似した考えを示している（最 3 小判昭和 38・3・
12 民集 17 巻 2 号 318 頁）  












第 7 章 結語 
 地方公共団体の不適正な会計処理や財政問題等が問題視される中で、監査主体の職責の
重要性はますます高まっており、監査主体の責任の在り方を究明することは、法律学にお
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